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【レポート発行の目的】
　YOKOGAWAでは、1999年に「環境報告書」を発行しま
した。その後、「環境経営報告書」、「社会・環境報告書」と題
名を改めながら発展させ、2007年からは「CSRレポー
ト」として発行しています。ステークホルダーの皆様に
YOKOGAWAのCSR※活動をより分かりやすくお伝えで
きればと考えております。
　多くのステークホルダーの皆様との連携の強化に留意し、
YOKOGAWAにおける環境への取り組みをはじめ、
さまざまなステークホルダーの皆様とのかかわりを分か
りやすくご理解いただけるような編集を心がけました。
※CSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）

【対象期間】
2007年4月1日~2008年3月31日
※最近の活動を示すことが適当である場合は、この期間
　以外の事例も報告しています。

【発行日】
2008年6月（次回は2009年6月予定）

【社名表記について】
　本レポートの文中では、YOKOGAWAグループを
「YOKOGAWA」、横河電機株式会社を「横河電機」、
横河マニュファクチャリング株式会社を「横河マニュ
ファクチャリング」と記載しています。また、横河電機の
ISO14001の認証取得範囲内を指す場合は「横河電機
本社・工場」と記載しています。

【参照ガイドライン】
「環境報告ガイドライン（2007年版）」（環境省）
「環境会計ガイドライン（2005年版）」（環境省）
「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン2006」
（Global Reporting Initiative）

【対象範囲】
　本レポートは、横河電機および下記の関係会社（国内
17社、海外63社）を対象とし、環境負荷データ・環境会計
など個別の対象範囲を定義しているものについては、各記
載場所に別途明記しています。

はじめに
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企業概要

企業理念

YOKOGAWAは
計測と制御と情報をテーマに
より豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は
良き市民であり
勇気をもった開拓者であれ YOKOGAWAのビジネスコンセプト

長期経営構想 「VISION-21&ACTION-21抜粋」

企業データ（2008年3月末現在）

YOKOGAWAグループは、

産業、社会システム分野において、

お客様と共に価値を創造し、

21世紀の地球環境保全や

資源循環型社会を始めとする、

豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWAが広く産業界に提案するビジネスコンセプト、
それがEnterprise Technology Solutions（ETS）です。
YOKOGAWAは、ETSを実践するグローバルな
サービスカンパニーを目指してまいります。

■お客様の企業経営に最大の貢献をすることを
　目的として
　常にお客様の視点に立って

■最新・最高の技術で

■お客様の期待と要求に応える最適な
　ソリューションを提供します

商　　号　横河電機株式会社
英文社名　Yokogawa Electric Corporation
代表取締役社長　海堀周造
創　　立　1915年9月1日
設　　立　1920年12月1日
資 本 金　43,401,056,425円
売 上 高　4,374億円（連結）
営業利益　274億円（連結）
従業員数　20,266名（連結）
　　　　　4,974名（個別）
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事業概要

3つの技術ドメイン「計測」「制御」「情報」で、
お客様の最適ソリューションを支えます
YOKOGAWAは、2006年度より、新たにフォトニクス、アドバンストステージ、ライフサイエンス、航空宇宙・特機
を軸とした「新事業その他」という事業セグメントを設けました。
「制御」「計測」「新事業その他」の3本の柱で、産業界の発展と持続可能な社会の構築に貢献していきます。

制御事業
　
　YOKOGAWAは、プラントの生産設備の制御・運転監視を行う
分散形制御システムを世界に先駆けて開発。製品の高い信頼
性と優れたプロジェクト遂行能力によってお客様の信頼を獲得
し、制御ビジネスのリーディングカンパニーとして、石油・石油
化学・鉄鋼・紙パルプ・薬品・食品・電力などあらゆる産業の発展
を支えています。統合生産制御システムに加え、差圧・圧力伝
送器、流量計、分析計などのフィールド機器や各種ソフトウエア
を揃え、導入から保守まで、プラントのライフサイクル全体に
対して総合的なソリューションを提供しています。

計測機器事業
　
　「はかる」ことは、あらゆる技術の原点です。YOKOGAWA
のルーツである計測分野では、電圧、電流、電力、光パワー、波長
など、さまざまな物理量を目に見える情報に変換し、解析する
計測機器の提供を通じて、産業界に貢献しています。電気・電子
製品などの開発や生産、また通信インフラの敷設・保守に欠か
せない測定器のビジネスでは、高性能かつ高信頼の製品を幅
広くラインアップするとともに、充実した校正・サービス体制を
構築しています。また、半導体テスタのビジネスでは、半導体の
高速化・高機能化に合わせて製品を開発し、常に最新のテスト
ソリューションを提供しています。

新事業その他
　
　計測・制御・情報を技術ドメインとして成長を続けてきた
YOKOGAWAは、そこで培った技術を活用し、多数の応用技術
や応用製品を生み出してきました。超高速・大容量の通信を可能
にする光通信関連機器、半導体の製造装置向けのXYステージ、
バイオテクノロジー分野で注目される共焦点スキャナ、航空
機・船舶用の計器など、先端技術の粋を集めた製品群でお客様の
ニーズに幅広く応えています。
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　YOKOGAWAは、電気計器の国産化を目指して1915年
に創業して以来、電気・電子測定器や産業用制御機器の
提供を通じて、社会の発展に貢献することを使命としてき
ました。この創業の精神は、
「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに
より豊かな人間社会の実現に貢献する 

YOKOGAWA人は よき市民であり
勇気をもった開拓者であれ」
という企業理念の中に継承されています。

　YOKOGAWAが提供する製品は、石油、石油化学、化学、
鉄鋼、非鉄金属、紙パルプ、薬品、食品、自動車、機械、電気・
電子、電力、通信、上下水道など広範な分野で使われて
います。これらの重要な産業・社会インフラを支えることで、
YOKOGAWAは社会の発展に貢献してきました。
　これからもより高機能で高品質の製品やサービスを
産業界に提供し続けることこそ、YOKOGAWAが社会に
貢献する道であり使命であると、私は考えています。我々は、
誇りをもってこの使命を遂行してまいります。

「製品・サービスを通じた環境貢献」
　世界規模で進む地球温暖化は、地球環境を激変させ、
私たちや次世代の存亡を脅かすものになってきています。
YOKOGAWAは、「持続可能な社会の構築」に貢献するため、
自社の省エネルギー化、自社製品の環境対策はもとより、

世界中の工場やプラントを効率的に運転し無駄を減らす
製品、サービスの提供を通じて、全世界の省エネルギー化
に貢献していきます。
　2007年度には、YOKOGAWAの持つ省エネルギーの
ための技術やノウハウを結集して、お客様に省エネソリュー
ションを提供していくための推進母体である、省エネル
ギー・環境保全ソリューション本部を設立しました。
　また、通信量の増大によって将来起こると懸念される
情報爆発※1を抑制するために、経済産業省や大学、電子・
情報分野の民間企業等が連携して IT分野の省エネルギー
に取り組む「グリーン IT推進協議会」にも参加し、積極的
な提案を行っています。YOKOGAWAの計測技術や省
エネ制御技術、光通信技術が、この活動に貢献するものと
信じています。

「CSR推進の考え方」
　YOKOGAWAは、企業として社会的責任を継続的に
果たしていくため、以下の考え方でCSR活動を行ってま
いります。

（1）コンプライアンスを最優先
　私は企業経営において、「社会のルールを守る」=
コンプライアンス（法令遵守）を何よりも優先させています。
企業は、経営者、社員、株主、地域社会、取引先の顔と、多面性
をもつ「社会の公器」です。それゆえ企業にも、そのすべて

Top Commitment
トップコミットメント

代表取締役社長 この写真は、武蔵野の横河電機本社に隣接する
遊歩道で撮影されたものです。（P41参照）

高品質の製品とサービスを提供し続けること。
YOKOGAWAが社会に貢献する道であり、使命です。 

YOKOGAWAの考えるCSR
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コーポレートガバナンス

「健全で利益ある経営」の実現を支え
ステークホルダーからの信頼に応える
YOKOGAWAは健全で持続的な成長を確保し、株主をはじめとするステークホルダーからの社会的信頼に
応えていくことを企業経営の基本的使命と位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、
コーポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。

ガバナンス体制
　
　YOKOGAWAは、監査役制度を採用しています。取締役
会では、YOKOGAWAの事業に精通した取締役と、
独立性の高い社外取締役による審議を通して、意思決定
の迅速性と透明性を高めています。また、社外監査役を
含む監査役による監査を通して、取締役の業務の適法性、
効率性、意思決定プロセスの妥当性等を厳正に監視し、
経営に対する監査機能の充実を図っています。

　また、YOKOGAWAでは、コンプライアンスの基本方
針を「YOKOGAWAグループ企業行動規範」として定め、
取締役が率先して、企業倫理の遵守と浸透にあたってい
ます。また、財務報告の信頼性の確保、および意思決定の
適正性の確保などを含めた「YOKOGAWAグループ内部
統制システム」を定め、YOKOGAWAの業務が適正かつ
効率的に実施されることを確保するための内部統制シス
テムとして整備しています。

コーポレートガバナンスの体制

株　主　総　会

取締役会

社長

本社／事業部・関係会社

経営会議

選任・解任

指示・命令・監督

監査／監督

連携・報告

内部監査部署
執行役員

監査役会 会計監査人

企業倫理システム

意思決定システム

品質マネジメントシステム

環境マネジメントシステム

安全・衛生マネジメントシステム

情報セキュリティマネジメントシステム

輸出管理システム

財務報告システム

危機管理システム

監査役監査の環境整備

（
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の社員にも、高い倫理観が求められると考えています。
あらゆる活動の前提として、「社会のルール」を守ることを
優先してまいります。

（2）環境対策
　1990年以降、YOKOGAWAでは全事業所において
二酸化炭素（CO2）排出量の削減を積み重ねてきました。
日本政府が京都議定書の遵守を確約しているように、
YOKOGAWAも高い目標を掲げ、その達成にチャレンジ
します。また、工場でのリサイクルやゼロエミッションの
推進、環境負荷を低減した環境調和型製品の開発を進めて
まいります。

（3）社会への貢献
　社会貢献活動としては、①伝統文化継承や芸術活動の
支援、②科学分野の教育や機材・資金提供を通じた学術・
研究活動支援、③スポーツを通じた健全な身体作りや医療
活動の支援、を3本柱に積極的な活動を展開します。
　また、社会全体の省エネルギー意識高揚のため、個人・
企業・社会の橋渡しも重要と考えています。2008年4月に、
行政やお客様、メディアなどのオピニオンリーダーに集
まっていただき、各界の省エネルギー対策の現状や日本が
世界に誇る省エネ技術を広く紹介し議論する「省エネ・
環境エグゼクティブフォーラム」を開催しました。今後も
このような活動を継続してまいります。

（4）ステークホルダーの皆様とのコミュニケーション強化
　CSR活動を推進するためには、ステークホルダーの
皆様とのコミュニケーションが欠かせません。今後
YOKOGAWAのCSRの取り組みに関する情報発信を
一層強化し、多くの皆様に幅広いご意見をいただいて、
活動内容をさらに向上させていきます。

「CSR推進本部の新設」
　以上の活動を具体的に推進するため、2008年4月1日
付で社長直轄組織としてCSR推進本部を新設しました。
CSR推進本部は、地球環境室と社会貢献室を所管し、
トリプルボトムライン※2のうち「地球環境の保全」と
「社会貢献」の2つを重視してCSRを推進してまいります。
関係する部署と連携を取りながら、YOKOGAWAのCSR
活動を活性化します。

　YOKOGAWAは、ステークホルダーの皆様から信頼
される企業を目指して、事業活動と社会貢献・地球環境
保全活動を両輪として展開してまいりますので、皆様の
一層のご支援をよろしくお願いいたします。

※1 情報爆発：ネットワーク上の情報量が動画配信等で爆発的に
肥大化し、必要なエネルギーが2025年には全エネルギーの20%に
達すると予測される。
※2 トリプル・ボトムライン：企業活動を「経済」のみならず、「環境」・
「社会」を含めた視点から捉えて評価するという考え方。
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コンプライアンス

グローバルに企業倫理・コンプライアンスの強化・徹底
YOKOGAWAは、公正・誠実な企業活動を通じて社会から信頼される企業であり続けたいと考えています。
その実現のために、YOKOGAWAで働く社員全員が常に高い倫理観をもって行動できるように、
コンプライアンス意識の向上、定着に取り組んでいます。

社会からより信頼される企業となるために
　
　2007年1月に発足した企業倫理本部は、「不正をしない
風土」と「不正をさせない仕組み」の構築を目指しています。
具体的には、企業倫理の徹底を図るための研修等教育の
実施、不正を発見した時、相談・通報できる企業倫理相談
窓口（ビジネスエシックスライン：BEL）や弁護士による
社外相談窓口（コンプライアンス・ホットライン）を設置して
います。これらの窓口は、国内だけでなく海外拠点にも
展開しています。
　昨今、さまざまな企業不祥事が後を絶ちませんが、
YOKOGAWAの一人ひとりが“お天道様に恥じない
行動”を心がけ、コンプライアンス意識を強くもち続ける
ために、コンプライアンス重視の企業風土を今後も継続し
て確立していきます。

コンプライアンス研修・教育の実施
　
　YOKOGAWAでは2007年度、グローバルにコンプラ
イアンスの浸透と定着化を図ることを目的とした取り組
みを行いました。以下が、2007年度の主な実施事例です。
◉新入社員・新任マネージャーを対象に「コンプライアンス
　についての研修」を実施
◉役員を対象とした、弁護士による「役員コンプライアンス
　研修」を実施

法令・ルールを
遵守した
業務運営の
実践・定着

不正をしない風土の構築 不正をさせない仕組みの構築

風通しの良い
職場風土の構築

●教育と研修

●コミュニケーションの
　活性化

意識の変革

●規程・マニュアルの整備

●違反者への懲戒

●適切な再発防止策

ルールの適正化・徹底

「しない風土」と「させない仕組み」の構築

◉職場の中心になってコンプライアンスを推進するリー
　ダー育成のための「エシックスリーダー研修会」を実施
◉グループ会社のマネージャーを対象とした対話形式で
　の「企業倫理研修会」を実施
◉横河電機本社にて一般社員を対象に弁護士による講演
　会「事例に学ぶコンプライアンス」を開催

◉企業倫理週間に、国内のYOKOGAWA全社員を対象に
　イントラネットでコンプライアンスについての教育と
　して「一日一問一答」を1週間実施
◉「コンプライアンス意識調査アンケート」を実施

コンプライアンスガイドラインの発行
　
　2002年6月に全面改訂し小冊子として配布した
「YOKOGAWAグループ企業行動規範」を、より具体的に
展開し、日常の業務活動の中で遭遇するさまざまな倫理、
法令上の問題について遵守すべき事項を織り込んだ
「YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン」
を2007年10月、国内グループ社員に配布しました。
　海外グループ社員向けには英語訳をイントラネットで
公開しました。

一般社員を対象に行われた
弁護士による講演会

YOKOGAWAグループ
コンプライアンスガイドライン

◆コンプライアンス徹底への取り組み

特集①

積極的な事業展開こそが環境貢献
～YOKOGAWAの挑戦
一般の消費者の方は、YOKOGAWAの企業活動を目にする機会が少ないかも知れませんが、
制御事業や計測機器事業分野で環境ソリューションを提供し、
産業分野の省エネルギーの実現と地球温暖化防止に大きく貢献しています。
地球温暖化問題が深刻化する中でYOKOGAWAは「持続可能な社会の構築」を目指して、
積極的に「本業」に取り組んでいきます。
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産業分野における地球温暖化防止に大きな貢献をしているYOKOGAWAの制御事業。
最近では、プロセス制御だけでなく、エネルギー使用状況を分析してその削減を図る
エネルギー制御も視野に入れた環境関連ビジネスをスタートさせました。
この新ビジネスによって、地球温暖化防止への貢献度は、ますます高まることになります。
また、YOKOGAWAがお客様に提供している製品・技術を自社の工場にも活用し、環境負荷も抑えています。

YOKOGAWAの技術が
プロセス制御分野のCO2排出量削減の一助に

　オイルショック以降、鉄鋼や石油精製、化学などの
産業は、生産量を飛躍的に拡大させる一方、生産性の向上
とコストダウンにより大きく発展し、日本の産業基盤を
支えてきました。エネルギーを効率的に利用して生産性を
高めることは、CO2排出量の削減につながっているとい
えます。そこには、YOKOGAWAの製品と技術が寄与し
ていると考えています。
　YOKOGAWAは、1915年の創業以来92年にわたり
「計測・制御・情報」を技術ドメインとして事業を展開して
きました。特に1975年に発売した世界初の分散形制御
システム「CENTUM」は、「セブンナイン」といわれる稼働率
99.9999959%の高い信頼性を誇ります。高信頼、高品質
から、全世界で20,000以上のプロジェクトで導入され、
特にプロセス制御分野での国内シェアは60%を超えて
います。これからもYOKOGAWAは、プロセス制御技
術で、お客様の安定操業と生産効率の向上を支え続けてい
きます。
　大幅な生産性の向上によるCO2排出量削減には、今後
も企業の改善努力とともに、YOKOGAWAの製品と技術
で貢献していきます。

「環境」を前面に打ち出した事業展開へ

　これまでコスト削減と環境対策は相反すると思われて
きました。これからは、エネルギーの使用状況を計測して
すべての無駄を「見える化」し、数値化した無駄を自動
評価（分析）する「Enerize」や「InfoEnergy」、その無駄を
制御して削減する「エコノパイロット」や「Enemap」など、
YOKOGAWAの省エネソリューションを使用することで、
コスト削減と環境対策は同時に実現可能です。
　エネルギーの使用状況を測り、無駄を「見える化」し、
「分析」、「解決」、そしてその効果を「確認」する。このサイクル
を継続し続けることが重要と考えています。「見える化」
と「分析」には、エネルギー原単位管理システム「Enerize」。
「解決」には、エネルギー予測制御システム「Enemap」や
省エネ制御システム「エコノパイロットシリーズ」で、多く

CENTUM VP

省エネ・環境エグゼクティブフォーラム グリーン IT国際シンポジウム

洞爺湖サミットに先駆け、世界から最新グリーン IT技術・
事例の発表が行われ、横河電機が「製造業におけるグリーン
IT」をテーマに講演を行いました。
（2008年5月29日 ザ・プリンス パークタワー東京）

行政や産業界、メディアなど各界のオピニオンリーダーに
お集まりいただき、環境保全について意見交換する「省エネ・
環境エグゼクティブフォーラム」を開催しました。
（2008年4月24日 帝国ホテル）

の実績を積んできました。中でも「エコノパイロット」は、
多くのエネルギーを使用する建物の空調用送水二次ポン
プの運転を最適に制御し、大きな省エネルギー効果を上げ
ています。既存の設備を改修することなく、容易に設置で
きることから、高い評価を受けています。こうした省エネ
ソリューションは、横河マニュファクチャリング甲府工場
に導入しており、「省エネルギーモデル工場」としてお客様
に実際に見ていただいています。現在までに、お客様に
使用していただいている省エネソリューションによって、
年間で、約7.3万トンのCO2排出量の削減を実現してい
ます。
　2007年9月には、お客様の環境経営の推進を支援する
ために、省エネルギー・環境保全ソリューション本部を設
立。自社での取り組みを通じて蓄積してきた、技術・ノウハ
ウをベースにコンサルティングから個別機器まで幅広い
省エネソリューションを提供しています。

　この新しい組織を所管するソリューション事業部長の
藤井隆は、ビジョンを次のように描いています。
　「生産性向上やコストダウン、そして安定、安全稼動な
どに加え、省エネルギー・環境保全も経営の大きな課題と
なったお客様のニーズに、YOKOGAWAの技術は十分
に応えることができます。プロセス制御だけでなく、エネ
ルギー制御までも含めたトータルソリューションを提供
することで、産業分野のお客様への事業展開を強化する
とともに、ホテルや病院など社会生活に密着した市場の
開拓も更に進めていきます。無駄なエネルギーを使わず、
必要な時に、必要なエネルギーを供給する「Energy on 
Demand」を基本とした、YOKOGAWAのビジネスが
「省エネルギー・環境保全」という分野で社会に貢献している
という誇りを胸に事業を推進していきます。
　積極的な事業展開でお客様の要求に応え、最適な
ソリューションを提供することが省エネルギー・環境保全
につながる。それがYOKOGAWAの進む道であると考え
ています。」

取締役 常務執行役員
ソリューション事業部長

藤井 隆

見せる 分析する

解決する

全ての無駄の
見える化

自動評価で
問題点発見

エネルギーの
Just in Time化

エネルギーの使用
状況をありのまま
に計測し無駄を数
値化する

可視化したエネル
ギーの無駄を制御
し削減する

数値化した無駄を
自動評価し、問題
点を発見する

◆省エネルギー対策のサイクル

YOKOGAWA の
制御技術が支える
プラント

エコノパイロット
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甲府工場で実証した
生産性の向上とCO2排出量削減の両立

　YOKOGAWAの高い省エネ技術を具体的に示している
のが、横河マニュファクチャリングの甲府工場です。
　甲府工場は、甲府市の国母工業団地内の他の企業とも連
携して、積極的に省エネルギーや廃棄物対策などに取り組
んできました。1992年からゼロエミッションの取り組み
を開始し、1997年 ISO14001認証取得、2002年太陽光
発電システムの導入、2005年ゼロエミッション達成と、
取り組みを進めてきました。また、それまでの活動が認め
られ、2003年には「エネルギー管理優良工場」として経済
産業省 関東経済産業局長賞を受賞しました。
　これらの活動を支えているのが、省エネルギーモデル
工場の各所で使用している自社の計測・制御・情報技術を
駆使した製品です。中心となるのが電力、冷水、温水、蒸気
などの無駄の「見える化」を実現する分散型エネルギー
管理システムの「InfoEnergy」、エネルギーの生産と消費
を見える化し、分析する「Enerize」です。さらに2002年に
省エネ大賞を受賞した「エコノパイロット」は、空調設備など
の空調用送水ポンプの運転を負荷に応じてきめ細かく

制御し、消費電力を大幅に削減します。甲府第5工場の空調
用送水ポンプの消費電力は「エコノパイロット」の導入前
とくらべて、約70%削減しています。京都議定書がCO2

排出量を基準年とした1990年と比較すると、生産額は増加
しているにもかかわらず、2006年度の甲府工場のCO2

排出量は10%減っています。2007年度は新工場を稼動し
たことにより、CO2排出量は増加傾向にありますが、自社
製品の導入、社員全員の環境負荷低減活動によって新たな
課題を解決しCO2排出量削減に取り組んでいきます。

横河マニュファクチャリング 甲府工場長
中村篤人

YOKOGAWAの省エネルギーモデル工場をご覧ください

　甲府工場の環境保全の取り組みは、甲府工場がある国母工業団地全体の取り組みとして、

「山梨県のモデル工業団地になろう」というスローガンのもとにはじまりました。電力削減、

省エネルギー以外にも、古紙や木屑、廃プラの回収などさまざまな取り組みを行っています。

こうした活動は、製造業などのお客様にも見ていただいています。年々見学者が増えており、

お客様の「YOKOGAWAの省エネ技術」に対する関心の高さが伺えます。

  これからも生産性の向上と環境保全の両立を目指して、成果を出していきたいと考えて

います。

物
流
棟

6工場 4工場 2工場

5工場

7工場

ユーティ
リティ棟

TC棟

3工場 1工場

デジタル渦流量計digitalYEWFLO

エア流量・圧力モニタリング

下水流量減免・冷温水発生器

VOCモニタリング装置 排水処理システム 排水処理流出管理システム
リサイクルセンター

流量モニタリング

INV運転より70％削減を体感できます

エア漏れの防止環境モニタリング盤 アクセスコントロール
新エネルギー・産業技術総合
開発機構との共同開発

送水ポンプ省エネ制御システム
エコノパイロット

分散型エネルギー管理システム
 InfoEnergy

エア遮断弁

空調の管理

分別と情報開示

空調制御システム

予測制御による
最適運転

コンプレッサ省エネ制御システム
エコノパイロットComp

入退管理システム
ASTREA AM1000

稼動状況の可視化

エネルギー原単位管理システム
Enerize

太陽光発電

甲府工場

省エネルギーモデル工場
見学コース
YOKOGAWAの省エネルギー支援システムや
その活動成果を、お客様などに紹介するため、
2007年3月から見学ツアーを実施しています。

世界のYOKOGAWA

世界の環境改善に貢献するYOKOGAWAのソリューション
YOKOGAWAは海外への事業展開を積極的に行っており、海外での売上高比率は年々高くなっています。
海外のプラントなどへYOKOGAWAの製品と技術が活用され、生産性の向上とともに、
CO2排出量の大幅削減を成功させています。その一例を紹介します。

モンゴル火力発電所の環境改善に貢献
（第2期工事完了）

　近年、原油高を背景としたエネルギー関連プロジェ
クトに対する投資が活発化しています。YOKOGAWA
では世界各国の大型エネルギー関連プロジェクト案件
に対し、省エネルギー化により環境への負荷を低減
させる技術を提供し続けています。そのひとつがモン
ゴルのウランバートル第4火力発電所の制御システム
改修工事です。この発電所は、モンゴル最大の火力発電
所で、首都ウランバートル市で使用する電力の約70%
と温水の約60%を供給しています。しかし、老朽化に
よりしばしば停電をおこし、モンゴルの市民生活や
産業に深刻な影響を及ぼしていました。
　モンゴル政府は日本政府からの円借款援助により、
1995年に第1期改修工事を、2001年に第2期工事を

開始しました。YOKOGAWAは第1期工事で、発電所
にある8つのボイラのうち、4つのボイラの制御システム
とフィールド機器を更新しました。さらに第2期工事
では、残り4つのボイラの制御システムとフィールド
機器を更新し、2007年6月にすべての工事を完了しま
した。
　YOKOGAWAのソリューションにより、より安定した
発電所の操業が可能となり、首都ウランバートル市の
生活インフラを支えている電力と暖房用温水の安定
供給ができるようになりました。制御システム更新に
より、発電時の石炭燃焼効率も大幅に改善し、石炭消費
量削減や発電所稼働率向上に寄与すると共に、CO2

排出量の削減による地球環境改善にも大きく貢献する
ことができました。

　10年以上にわたりYOKOGAWAの製品を使用していますが、故障が少ないうえに、

当社のニーズに合った製品を提供してくれています。また、製品の信頼性の高さだけ

でなく、迅速かつきめ細かなサービス対応などを通して、会社としても信頼をおいて

います。YOKOGAWA製品の導入により、発電所の異常停止回数が激減し、以前とは

比べ物にならない程安定した運転を継続しています。第2期工事では、大型ディスプレイ

などからなる最新鋭のコントロールルームへ改装しました。モンゴル最大かつ最重要の

発電所にふさわしいものができたと自負しています。

　YOKOGAWAを製品購入先のひとつとしてだけでなく、当社の大切なパートナーと

して、将来も付き合っていきたいです。

大切なパートナーとして付き合い続けたい

ウランバートル第4火力発電所
バヤバタール社長
The Thermal Power Plant No.4
Executive Director

Ts. Bayarbaatar

ウランバートル第4火力発電所

第2期工事完了の竣工式の様子
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特集②

「心」「知」「身」をテーマに
YOKOGAWAは、地域に根ざした
社会貢献活動を行っています
「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに より豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は 良き市民であり 勇気をもった開拓者であれ」という企業理念に基づき、
活動の柱となる「心」「知」「身」の3つのテーマでのYOKOGAWAらしい社会貢献活動を行っています。

具体的には、「心（心・人間性）」では、伝統文化の継承や芸術活動の支援を、「知（知識・技術）」では、

理科教育の支援や学術・研究活動の支援を、「身（体・健康）」では、

スポーツ振興や医療の支援活動を実施しています。

知YOKOGAWAらしく、「理科教室」で社会貢献
　

　「知」を支える活動では、理科教育を支援し、科学や
技術に興味をもつ人財の育成に貢献しています。これは、
YOKOGAWAの技術力を地域社会に還元するための
一つの試みで、地域の方に、YOKOGAWAとその技術に
親しみを感じてもらいたいと考えています。
　2007年度には、小学校5・6年生を対象に「電波をつか
まえろ」というテーマで、ゲルマニウムラジオを製作する
理科教室を10月と12月に行いました。はんだ付けやコイ
ル作りといった電子工作を行ったり、ディジタルオシロス
コープを用いてラジオの受信波形を見せたりして、子供た
ちにものづくりの面白さを感じさせ、理科への好奇心を抱
かせるようにしています。また、武蔵野市教育委員会が主
催する体験学習プログラム「土曜学校・サイエンスクラブ」
にも参画、9月に「身近な電気のオモシロ実験教室」という
講座を担当しました。
　「理科は今まで好きではなかったけれど、この教室で好
きになった」という参加児童の感想や、「直接技術者から教
わることで、学校の勉強と社会とのつながりが感じられ
た」といった保護者からの高い評価をいただきました。
　感動や驚きをもたらし、好奇心を育てることで、未来の
社会を担う技術者が増えるきっかけとなるように、これか
らもこのような取り組みを充実させていきます。

YOKOGAWAならではの理科教室の実現
　理科教室の運営には、社員が講師や助手としてボランティア

で参加しています。自ら楽しみながら関わってほしいと願って

ボランティア参加を呼びかけたところ、技術部門を中心に

社員が参加してくれました。

メンバー間の打ち合わせで

は、コイルを大きくした改造

品を作ったり、「これを見せ

たら印象深い」と機材を

持ち込んでくれたりする人

がいるなど、それぞれの専門

の立場からさまざまなアイ

ディアが出てきます。今後も、

YOKOGAWAならではの

理科教室を実現していきた

いと思います。

子供たちのキラキラした目が印象的でした
　私は子供の頃から理科が大好きで、小学校4年生のときに

顕微鏡で覗いたICチップの凄さに感動を覚えました。そして、

気がつけば、現在 ICチップ

を設計する立場の自分がい

ました。それを思い出し、

横河電機で設計した ICを

子供たちに見てもらうこと

にしました。理科教室で、

子供たちが何かを発見した

ときに目をキラキラさせる

様子が忘れられません。これ

からも継続して、このボラン

ティアに参加していきたい

と思っています。

小さなエンジニアとの楽しい時間を共有
　私は、小学校1年生の頃から自分のはんだごてを持っていた

理科少年でした。周囲の大人に尋ねても分からないことを、

教えてくれる先輩が居たこと

を覚えています。今度は私が

手助けする番。先輩として、

小さなエンジニアに教える

つもりで接しました。私の

夢は、子供たちがさまざま

な器具や計測機器を自由に

使える「エンジニアズ・パラ

ダイス」を提供すること。

「知りたい」という思いを手

助けしながら、夢を追い求め

ていきたいです。

技術開発本部 デバイス開発センター
小町友則

技術開発本部 技術戦略センター
米澤正明

フォトニクス事業部 開発センター
浅香孝雄

社員のサポートを受けて「はんだ付け」も体験

完成したラジオで放送を受信
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金沢事業所でも理科教室を開催
　

　 理科教育への支援は本社だけで行っているわけではあ
りません。金沢事業所では、現在研究・開発を進めている
脳磁計（MEG）をテーマに、2007年12月に「MEG教室」
を開催しました。これは、（財）金沢子ども科学財団のサイ
エンスインターン事業の一環として行われたもので、金沢
市内の中学校1・2年生が19名参加しました。
　当日は電気と磁気の関係やオシロスコープ、超伝導につ
いて説明や実験を行い、最後に金沢事業所内にあるMEG
を使って、音を聞いたときの脳反応について実際に参加者
が体験しながら実験を行いました。

　「MEG教室」を担当したライフサイエンス事業部MEG
センターの後明均が、（財）金沢子ども科学財団のご担当者
で指導ディレクターの中村順吉さんから横河電機を選ん
だ理由、感想などを伺いました。

後／テーマのMEGは中村様にリクエストいただいたも
のですが、どのような理由からでしょうか?
中村／サイエンスインターン事業は、中学生を対象に
「最先端」をキーワードに開催しています。MEGは医療に
関する最先端技術ですので、中学生にも興味をもってもら
えるだろうとリクエストしました。電気と磁気の関係は、
すでに学校の授業で習っています。科学部のある中学校
から参加者を募ったので、理解度も高く、良い体験ができ
たと評価されました。
後／超伝導は知識として「浮くこと」は知っていても実際
に見るのは初めてのようで、関心が高かったですね。メイン
のMEGも、実際に脳のどこが反応しているかを画面で
確認できて、みな驚いていました。中学生では科学と実社会
がどのようにつながっているかは想像がつかないでしょう。
今回の教室で最先端の技術が実生活のどんな場面で活用
されているのか？このつながりがわかると学校の授業も
楽しく理解できるのではないでしょうか。
中村／そうですね。われわれがサイエンスインターンに
期待していることの1つがそれです。また、金沢事業所内
の高度な品質管理やセキュリティーシステム、網膜による
個人の識別といった情報管理も、子供たちに実体験して
もらいたいと思っていました。
後／参加者からはSF映画みたいだ、という声も出て
いましたね（笑）。私自身は子供達に教えるというのは
初めての体験でしたが、参加者の驚いたり喜んだりする様子
を見て、研究者としての原点を改めて思い出しました。
中村／今後は、中学生だけではなく、学校の先生に対しても
教室を開けたらと思います。これからもYOKOGAWAさ
んには大いに期待しています。

（財）金沢子ども科学財団
指導ディレクター
中村順吉さん

ライフサイエンス事業部
MEGセンター
藤田朱美・後

うしろ

  明均

脳磁計（MEG:Magnetoencephalograph）
脳神経活動に伴って発生する地磁場の10億分の1という微弱な磁場を、体を傷つけ
ることなく測ることができる装置。臨床検査から研究まで幅広く応用でき、小児
てんかん、事故による脳機能障害、さらにアルツハイマー症や認知症などの早期
発見・治療に威力を発揮すると期待されている。

「MEG教室」の様子

心

身

平城遷都1300年に向けて
東大寺の襖絵を制作中　

　「心」をテーマとする活動では、地域の文化活動などに
協力するほか、伝統的な文化や芸術支援を行うことによって
人々の心に安らぎや暖かさ、潤いを与える活動を行って
います。
　これまで、史跡の調査や保存、交響楽団の活動などに
支援を行ってきました。2002年に鎌倉の建長寺法堂に
奉納した「雲龍図」、京都建仁寺法堂の天井画「双龍図」の
制作に続き、現在は奈良東大寺本坊襖絵の制作を支援し
ています。襖絵を制作しているのは「雲龍図」「双龍図」を
手がけた日本画家の小泉淳作氏。本坊6つの座敷を飾る
56面の襖絵を制作、平城遷都1300年にあたる2010年に
奉納する予定です。
　2007年秋には上段の間を飾る「鳳凰」「飛天」「散華」の
計12面が完成しました。残る44面も現在制作中。これまで
本格的な襖絵がなかった東大寺にとって、初の障壁画
となります。

ラグビーを通じ活力ある
健全な身体づくりに貢献　

　「身」をテーマとする活動では、スポーツ振興や健全な
身体づくりや健康増進に貢献する活動とともに、医療活動
への支援や災害発生時における生活の復旧支援などを
行っています。
　そのひとつが武蔵野市ラグビー協会と共同で2007年
6月に開催した「ラグビーフェスティバル in むさしのVI」
です。YOKOGAWAは、地域貢献の一環からこれまでも
このフェスティバルの開催を支援してきましたが、地域の
方たちとより一層交流を深めたいという思いから、この
大会から主催者として携わりました。
　当日は、小学生から高校生、社会人までが参加する
さまざまな試合が行われ、会場となった横河電機本社グラ
ウンドには参加選手の他にも保護者やファンなど多くの
方が来場しました。当社ラグビー部によるラグビークリ
ニックでは、小学生たちがラグビー部員と一緒に、コンタク
トプレーやリフティングされてのボールキャッチなど
を体験しました。

　YOKOGAWAは、「心」「知」「身」をテーマに、これからも
「良き市民」として、地域に根ざした社会貢献活動をして
いきます。

制作中の小泉淳作氏

完成した襖絵の「鳳凰」

ラグビー部員の持つコンタクトバッグにタックルする小学生

ラグビー部員にリフティングされる小学生
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横河電機の環境家計簿。通常の家計簿のような紙ではなく、電子データです。
電気などの使用量を入力するとCO2排出量が表示されます。

「地に足をつけて、環境保全に取り組みたい」

YOKOGAWAは社内で啓蒙活動を活発に展開しています。

環境保全に向けたYOKOGAWAの想いを、社員もしっかりと受け止めて、

YOKOGAWA全体での意識が高まっています。

特集③

社員一人ひとりが推進する
社内から家庭へと拡がる環境保全の輪
～YOKOGAWA環境週間を実施

チャレンジ環境家計簿

　横河電機は、地球温暖化を防止する国民運動の「チーム・
マイナス6%」に参加するなど、本業以外でも地球温暖化
防止に積極的に取り組んでいます。YOKOGAWA環境
週間では、社員の家庭でCO2の排出量を少しでも削減
する意識をもってもらおうと「環境家計簿」の利用を呼び
かけました。環境家計簿とは、電気やガス、水道、ガソリン
などの使用量を家計簿のように記録して、CO2の排出量
をチェックできるツールです。
　横河電機の環境家計簿は、電子ファイルでできていま
す。パソコンで環境家計簿のファイルを立ち上げて、電気
やガス、ガソリン、灯油などの領収書に記載されている数
値を入力します。電気などの使用量が少なければイラスト
のクマが笑い、逆に使用量が多ければクマが泣くなど、
楽しく家計簿を入力できるのが特徴です。
　環境週間に環境家計簿の参加者を募集したところ、
約300名の応募があり、各家庭で環境家計簿を利用して
もらいました。そのうちの一人に話を聞いてみました。

――環境家計簿を利用するきっかけは何ですか
会社からの案内を見て、自分の家庭がCO2をどれくらい
出しているのかを知りたいなと思ったからです。家庭で
相談したところ、家内や子供も、面白そうだと賛成してく
れてスタートすることにしました。
――環境家計簿は誰が入力しているのですか
簡単な操作なので、主に家内や子供が入力しています。
――YOKOGAWA環境家計簿の良い点はどこですか
使用量を入力していくと、クマのイラストの表情が変化す
るのが面白いですね。電気の使用量などを減らして、イラ
ストのクマの笑顔を増やそうという気になります。
――環境家計簿に取り組んでよかったことは何ですか
風呂の追焚回数の節約のために入浴の間隔を空けない
ようにするなど、エネルギーを無駄に使わないように
心がけるようになりました。高校生の息子が授業で聞いて
きた環境の話題を家庭に持ち込んでくれるなど、家族間
のコミュニケーションにも一役買ってくれています。
――今後の抱負を教えてください。
1年間は環境家計簿をつけてみて、エネルギーを節約でき
る生活にしていきたいと思っています。

経営管理本部  総務・広報センター 
内山裕基夫妻

『不都合な真実』上映会

　YOKOGAWA環境週間の一環として、ドキュメンタリー
映画『不都合な真実』の社内上映会を開催しました。この
映画は、元米国副大統領のアル・ゴア氏が制作したもので、
地球温暖化が人類共通の大きな問題であることを世界中
に広めたものです。2日間で約350名の社員が映画を
鑑賞しました。上映会では、省エネルギー・環境保全ソリュー
ション本部設立時の記者発表ビデオと社長メッセージも
上映し、YOKOGAWAとしても地球温暖化対策に真摯に
取り組むことを社員へ訴えています。

地球環境クイズ

　地球環境問題を社員により深く理解してもらおうと、
YOKOGAWA環境週間に「地球環境クイズ」を実施しま
した。クイズは全10問から成り、「代表的な温室効果ガス
は？」などの基礎的な質問とともに、「テレビでDVDの映画
をみたときのCO2排出量」などの少し難しい質問まで、
さまざまな質問が設定されています。イントラネットに
このクイズを提示し、積極的な参加を呼びかけたところ、
約900名の社員から回答が寄せられました。

「不都合な真実」上映会の様子

YOKOGAWA環境週間
横河電機は、2007年11月19日
から30日までを「YOKOGAWA
環境週間」と定めて、環境家計簿な
どのイベントで一人ひとりの環境
意識の高揚を図りました。

地球環境クイズ画面
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啓蒙活動へのYOKOGAWAの姿勢

　横河電機は、全社員を対象として環境教育を積極的に
実施しています。社会動向の教育などの基本教育や、環境
負荷の大きな作業従事者を対象に行う職場特有教育を
展開しています（24ページ参照）。
　これらとともに、今回ご紹介したYOKOGAWA環境
週間のような社員の環境意識向上を目指した啓蒙活動も
不可欠なものと考えています。環境問題全般へ深い意識を
もち、「社会が求める環境貢献とは何か」「YOKOGAWAが

できることは何か」「今、自分ができることは何か」を常に
考え責任をもって行動することが重要と考えています。
　環境週間に行った社員アンケートによると、回答者の
約85%が「照明をつけっ放しにしない」、46%が「外出時
はテレビ等の主電源をオフにする」など、家庭でも省エネ
ルギーに取り組む社員の姿が見えてきます。社員一人
ひとりが、家庭などでさらに環境意識を高めて行動していく
ことが大切です。これからもYOKOGAWAは、社内での
環境意識の向上に積極的に取り組みます。

照明をつけっ放しにしない

外出時はテレビ等の主電源をオフにしている

省エネタイプの照明を使用している（インバーター式、蛍光白熱灯等）

節電タイプの家電製品を使用している

省エネタップ（待機電力をオフにできる電源タップ）を利用している

家族全員がリビングで過ごす時間を増やしている

人感センサ付照明を利用している

特に取り組んでいない

太陽光パネルを設置している

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（%）

◆ご家庭で使用されている家電製品等の省エネルギーに関して取り組んでいること（回答者数242名  複数選択可）

YOKOGAWAは、地球環境保全の取り組みを経営の最重要課題の
ひとつと位置づけ、環境マネジメントシステムを確立し、環境パフォー
マンスの継続的改善を図ることを基本方針としています。

YOKOGAWAの環境経営の柱は2つあります。
ひとつは、特集①で取り上げた通り、「お客様の事業活動における環境
負荷の低減」です。そのために、環境に配慮した製品を開発すると
ともに、お客様の事業活動における環境負荷を分析・改善する
環境ソリューションビジネスを積極的に展開しています。
もうひとつは、「自らの事業活動における環境負荷の低減」です。すべて
の事業領域で環境負荷の低減に取り組み、調達・購入、生産ラインの
「グリーン化」をはじめ、地球温暖化防止や公害防止、化学物質管理の
分野で独自の高い基準に基づく運用などを実現しています。また、
ゼロエミッション活動も推進中です。

YOKOGAWAの環境保全への挑戦は、これからも続きます。

【環境活動報告】

環境保全への挑戦

武蔵野の横河電機本社ビル屋上緑化

　環境関連の用語は、専門性が高く難解な用語も数多くあります。
YOKOGAWAでは、社員一人ひとりが環境保全についての理解
を深められるように、イントラネットで、環境に関する用語の解説
を行っています。

■WEEE指令（廃電気・電子機器指令）
　廃電気・電子製品に関する欧州連合（EU）の指令。電気・電子機
器廃棄物を対象に、設計、分別回収、リサイクルの各段階で、販売
業者、生産者などに対して、収集、処分などの義務を課す指令。

■RoHS指令（電気・電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令）
　電気・電子機器に対する有害物質の使用の制限に関する欧州連
合（EU）の指令。2006年7月以降、EU域内に上市される新規の
電気・電子機器について、鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ
臭化ビフェニル（PBB）、ポリ臭化ジフェニルエーテル（PBDE）の
6物質の含有が原則禁止された。

■環境調和型製品
　製品使用時のエネルギーの合理化および使用後の製品の廃棄
における製品の解体、分別、再資源化、廃棄処理の容易化かつ安全
化を図り、製品のライフサイクルにおける環境負荷を低減して
いる製品。

■ゼロエミッション
　社会全体での排出物 (Emissions)をゼロにするという考え方。
1994年に国連大学が提唱し、産業から排出されるすべての廃棄
物などが、他の産業の資源として活用され、全体として廃棄物を
生み出さない生産を目指そうとするもの。

■ライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment : LCA）
　製品の原材料、製造、輸送、販売、使用、廃棄、再利用まですべて
の段階での環境への影響を総合的に評価する方法。

■原単位
　「原単位」とは、一定量の物やサービスを生産するのに必要な
生産要素量のこと。生産要素がどれだけ効率良く生産に使われて
いるかを見るのに有効な指標。売上原単位は生産要素量を売上高
としたもの。

環 境 用 語

20　YOKOGAWA CSR レポート 2008 YOKOGAWA CSR レポート 2008　21



 目標と実績

2007年度における環境活動の概要
YOKOGAWAでは「YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程」に基づき、
グループ各社の事業内容、地域性を考慮した環境保全活動、企業市民としての社会活動に取り組んでいます。
2007年度は、環境保全活動を環境面と経営面からとらえ、業務に密着した取り組みを実施しました。
製品に関する有害化学物質への対応をはじめ、生産活動においての環境負荷低減、
省エネルギー、省資源について積極的に取り組みました。

YOKOGAWAグループ
環境方針

2007年度（主要サイト）

取り組み目標 実績
自己
評価

関連
ページ

環境マネジメントシステムの
確立、維持、向上

環境教育の実践

業務に密着した活動目標を登録し、
環境保全活動を実践する※3

全社員に対し、環境配慮の自律行動につながる
基本教育を行う※3

有意業務従事者に対し、専門技能を身につける
職場特有教育を行う※3

業務に密着した75テーマを完了 
年2回内部監査を実施し、実効のある環境システム
の運用を確認

○
○ 24

25

○
○

○
○
○
○

×
○
○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

31

33

34

34

32

34

32

24

33

28
29

30

45

40
41
42
43

本来業務における有益な側面の活動を推進※2 有益な環境側面の活動を38テーマ推進

100%実施

100%実施

法規制等の順守 ランクアップした自主管理基準値の100％順守※2

環境施設・設備13項目の環境リスク軽減対策を実施※2

全項目で自主基準値以下を確認

環境施設・設備13項目のリスク軽減対策実施

資源循環型経営の推進

環境汚染物質の削減

エネルギーのCO2排出量の削減 
●床面積あたり24.3%削減
　（排出量109.8kg-CO2/m2）（1990年度比）※1 
●CO2排出量を23,514t-CO2に抑制※2

●22.8%の削減（排出量112.0kg-CO2/m2） 

●22,955t-CO2に抑制

廃棄物総発生量の削減 
●2003年度比10%削減（総発生量683t/年）※1 
●廃棄物総発生量を4,738t/年に抑制※2

●13%の削減（総排出量659t/年） 
●4,689t/年に抑制

廃棄物ゼロエミッション 
●廃棄物の循環資源化率99.5％以上を定着※2 ●廃棄物の循環資源化率99.7%を達成

省資源 
●グリーン生産ラインを展開し、13ラインの改善
　活動推進※2

●加工、組立、生産ラインなど18ラインで改善を達成
　（省エネルギー、有害物質の削減など）

トルエン・キシレンを770ｋg削減※2

シアン使用量を140kg以下に抑制※2

六価クロム使用量を14kg以下に抑制※2

鉛フリーはんだへの移行を推進し、計画製品に100％適用※2

1,471㎏削減
シアンフリーラインの構築が完了　使用量28kgに抑制
六価クロム使用量を4.5kgに抑制
鉛フリー適用計画の全製品に対し適用

グリーン調達の推進※2

●RoHS対応部品・部材への切替え5,000部品以上
●通いパレット・通い箱化の取引先を4社増大
●調達先業者の評価ランクＣの業者を4社以上ラン
　クＢ以上に格上げ

●2,602部品の切替え完了
●通い箱化の取引先を10社増大 
●5社を格上げ

環境調和型製品の創出

環境ソリューションの提供

開発製品のCO2排出量を25%以上削減※1 7機種への対応を完了

環境調和型設計製品の販売拡大※1 計画に対し実施

社会への環境貢献 自然保護活動・社会活動・地域活動などを通して
社会貢献活動を推進※1

各地域の清掃活動に参加

自然保護活動・社会活動・地域活動などの社会貢献
を、各サイトで年１回以上実施※2

延べ24回の社会貢献活動を実施

甲府工場省エネ見学会の実施※1 計画に対し実施

環境情報開示 情報を開示し広く社会とのコミュニケーションを図る※1 CSRレポートの発行

ホームページ充実※2 環境汚染物質の削減推移グラフなどを公開

注）主要サイト：横河電機本社・工場、横河マニュファクチャリング
※1は横河電機本社・工場、※2は横河マニュファクチャリング、※3は共通の目標を表します。

あらゆる分野で地球環境保全に大きく貢献
自社の環境負荷を着実に低減しながら、環境ソリューションや環境調和型製品の提供を通して、

お客様の環境負荷低減を支援しています。

　地球環境保全に対する活動は、YOKOGAWA全体で取り組
まなければなりません。YOKOGAWAは自らの事業活動に
おける環境負荷を低減するとともに、環境ソリューションや環境
調和型製品の提供を通してお客様の事業活動における環境負荷
低減の支援をさらに進めていきます。
　事業活動での業務改善、コストダウンへの取り組みと、CO2

排出量の削減は両立します。開発部門、生産部門、購買部門、営業
部門、スタッフ部門など、すべての職場での業務改善は環境負荷
低減につながります。各自が環境への高い意識を常に持って、
業務を行うことが重要と考えています。
　また、CO2排出量は、家庭部門での増加が著しく、今すぐにでも
家庭での排出削減を始めなければ温暖化を食い止めることが
できなくなります。全社員、一人ひとりの意識向上を図り、家庭
でのCO2排出量削減の取り組みについてもYOKOGAWAは
推進していきます。 環境担当役員

常務執行役員  CSR推進本部長
笹田 学 

高い環境意識を持って
業務改善、コストダウンと
CO2排出量削減を両立

業務を見直し、紙の使用量を52％削減
　YOKOGAWAグループ環境方針「資源循環型経営の推進」の取り組みのひとつに、廃棄物

総発生量の削減があります。横河マニュファクチャリング甲府工場では、紙の使用量が

多い修理校正部の業務システムを見直すことで、紙の使用量を52%削減しました。

　従来、指図書をコピーして現品に添付するなど、紙を多く使用していた業務について、

2006年度は裏紙を積極的に使用し、月間12万5千枚の使用量を10万枚にまで圧縮させ

ました。さらに2007年度には、「紙を使用するところに無駄がある」という観点で業務の

電子化を推進するなど、業務の効率化を実現し、紙の使用を大幅に削減しました。現在は、

修理後の成績書や校正証明書などで月間6万枚の使用量にまで減らし、2005年度に比べ

52%削減することができました。2008年度は成績書や校正証明書の電子化を目指して、

さらに改善を進める予定です。

横河マニュファクチャリング
甲府工場 修理校正部
橋口 彰

環
境
経
営

環
境
経
営

22　YOKOGAWA CSR レポート 2008 YOKOGAWA CSR レポート 2008　23



 環境経営方針  

全事業領域で環境活動を積極的に展開
YOKOGAWAは、「自らの事業活動における環境負荷の低減」と「お客様の事業活動における環境負荷の低減」の2つを
環境経営の柱とし、環境基本理念・環境基本方針・環境行動指針などを定めた
「YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程」に基づき、業務と密着した
地球環境保全活動をグループ各社が展開しています。

1.  環境マネジメントシステムの確立、維持、向上
地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメント
システムを確立する。 そのため企業活動が環境に与える影響を的確に
捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、環境目的・目標を定めて取り組む
とともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る。

2.  環境教育の実践
環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で
環境に配慮して自律的に行動するため、地球環境保全の教育を行う。

3.  法規制等の順守
環境関連の法律、規制、協定および業界の指針等を順守し、地球環境
保全に取り組む。

4.  資源循環型経営の推進
企業活動の全てにおいて省資源・省エネルギーおよび地球温暖化防止
に取り組み、さらに廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進に努め、
ゼロエミッションを目指す。

5.  環境汚染物質の削減
有害物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、可能な
限り代替技術への転換を図って削減し、環境汚染リスクを回避する。

6.  環境調和型製品の創出
資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を
開発、生産し、環境負荷の少ない製品を創出し社会に提供する。

7.  環境ソリューションの提供
計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加
価値の高い製品、サービスを社会に提供する。

8.  社会への環境貢献 
地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業
市民として社会との共生に努める。

9.  環境情報開示
環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会との
コミュニケーションを図る。

2007年4月 

●YOKOGAWAグループ環境方針●
本来業務の中に取り込んで環境マネジメントシステム（EMS）を推進

　YOKOGAWAの環境マネジメント体制は、横河電機の
各本部・事業部が、事業上の経営責任をもつ関係会社に対
してEMSの指導・支援を行うこととなっています。このよ
うに業務と一体化した体制をとることにより、業務に密着
したテーマをグループ各社で展開しています。

環境教育

　横河電機では、社員一人ひとりの環境意識向上を図るため、
環境教育を重視しています。環境教育は、基本教育と職場
特有教育、特別教育に分類されます。
　基本教育では、新入社員を対象とした入社時基本教育を
はじめ、全社員および委託業者の社員を対象とした自覚
教育などを行っています。職場特有教育は、各部署毎に、
環境に与える影響の大きい作業の従事者を対象に、集合
教育などにより実施しています。
　また、2007年度は、特別教育として、地球環境をテーマ
にした映画の上映会などを行いました。

◆YOKOGAWAの環境経営活動推進組織体制（2007年度）

グループ全体で自律的に展開する環境マネジメントシステム（EMS）活動

　「YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程」
に基づき、環境経営を展開し、地球環境保全活動を推進し
ています。地球環境保全活動について、グローバルで環境
マネジメントシステム（EMS）を構築、展開しています。
グループ各社は、「YOKOGAWAグループ環境方針」と
「YOKOGAWAグループ環境自主行動計画（中期計画・
年度計画）」に従い、環境目標を設定し、自律的に環境保全
活動を行っています。
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環境担当役員

省エネワーキンググループ

廃棄物ワーキンググループ

環境調和設計専門委員会

化学物質管理専門委員会

　

CSR推進室（※）

地球環境委員会

関
係
会
社

関
係
会
社

関
係
会
社

関
係
会
社

関
係
会
社

関
係
会
社

関
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会
社
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会
社

※2008年4月1日付でCSR推進室は、
　CSR推進本部地球環境室へ組織が
　変更になりました。

サイト 

横河電機㈱ 本社・工場 

横河マニュファクチャリング㈱※1 

 
 
 
 

横河メータ＆インスツルメンツ㈱ 

国際チャート㈱ 

横河フィールドエンジニアリングサービス㈱ 

横河電子機器㈱ 

横河ディジタルコンピュータ㈱※2 

蘇州横河電表有限公司 

上海横河電機有限公司 

重慶横河川儀有限公司 

横河電機（蘇州）有限公司 

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd. 

Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd. 

P.T.Yokogawa Manufacturing Batam 

Yokogawa Corporation of America 

韓国横河エレクトロニクス・マニファクチャリング㈱

横河インスツルメンツコリア㈱

小峰サイト 
甲府サイト 
青梅サイト 
駒ヶ根サイト 
上野原サイト
本社サイト

　

　

　

　

中国（蘇州）

中国（上海）

中国（重慶）

中国（蘇州）

シンガポール

シンガポール

インドネシア

アメリカ

韓国

韓国

登録日

1997年  7月

1997年  7月 
1997年  7月 
1997年  7月 
1997年  7月 
1997年  7月
1997年  7月

1997年  7月

1999年  1月

2000年  2月

2000年11月

2007年  9月

1998年  5月

2000年  3月

2000年12月

2004年  5月

1998年10月

2001年  8月

2000年  4月

2005年  6月

2004年12月

2007年  3月

※1  横河マニュファクチャリング㈱小峰サイト、甲府サイト、青梅サイト、
       駒ヶ根サイト、上野原サイト、本社サイトは統合認証
※2  KES（KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）

2008年3月末現在

ISO14001の認証取得状況

　2008年3月末現在の ISO14001認証（※2 KES含む）取得
サイトは国内12サイト、海外10サイトになりました。

◆ ISO14001の認証取得状況

組織・体制、目標管理、教育、運用管理・是正
などの状況を調べ、システムが有効に機能
しているかを確認する。

法規制値の運用と監視（資格・届出・測定
データ）などの状況を調べ、法その他の要求
事項が遵守されているかを確認する。

目標と実績、法規制値のデータなどの状況
を調べ、自主的に定めた運用項目が確実に
実行されているかを確認する。

システム監査

順法監査

パフォーマンス監査

YOKOGAWAは、全事業領域において

●環境活動を積極的に展開すること

●環境活動をベースにお客様へ
　環境ソリューションや
　環境調和型製品を提供すること

により地球の環境負荷低減を
目指していきます。

そしてこれらの活動を通して
YOKOGAWAは、お客様とともに
持続可能な社会の構築に貢献していきます。

全事業領域：経営トップ、企画、研究、開発、設計、販売、調達、生産、物流、サービス、回収・リサイクル
環境活動：省資源・省エネルギー、環境汚染の予防、廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進等

地球環境
持続可能な社会

資源循環型社会の構築
YOKOGAWA
環境経営の推進

省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進等

お客様
環境経営の推進

省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進等

環境ソリューション・
環境調和型製品の提供

◆YOKOGAWAの環境経営

環境監査

（1）内部監査
　横河電機における環境内部監査とは、システム監査、
順法監査、パフォーマンス監査の3つを指します。全サイ
トで年1回以上環境内部監査を実施しました。一部で軽微
な不適合・観察事項が指摘されていますが、その後速やか
に是正処置を実施しました。

（2）定期審査
　ISO14001の認証機関より更新審査を受けた横河電機
本社・工場と横河マニュファクチャリングのうち横河電機
本社・工場では「法規制に対応した製造ラインの構築」
「内部統制と環境マネジメントシステムとの連動」など、
横河マニュファクチャリングでは、「電力削減および資源
使用量削減」「リユース・リサイクル」「バイオ燃料化等地域
活動への貢献」などの活動が評価され、それぞれ登録を
継続しています。

◆環境内部監査項目
環
境
経
営

環
境
経
営
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 環境負荷の全体像  

環境負荷の全体像を把握
YOKOGAWAでは、事業活動 (製造・販売・サービス )に投入したエネルギー・原材料の「インプット量」と
大気・水域などに排出した物質と廃棄物の「アウトプット量」の年間収支（エコバランス）を把握しています。
エコバランスを分析することにより、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、
循環資源化率の向上などに役立てています。

エネルギー
13.1x108MJ
石油　1,703kl

ガス　395万㎥

電力　151,858MWh
　　　 買電 149,159MWh
　　　 発電     2,699MWh

水
805千㎥
井戸水　372千㎥

水道水　433千㎥

物質等
540t
紙　475t 

鉛　27t 

トリクロロエチレン等　15t

有機則対象物質　13t

毒劇物　11t

循環資源
4,591t

大気への排出
13,095t
燃焼　SOx          5t

         NOx        23t 　

         CO2  13,067t

水域への排出
748千㎥
工場排水　110千㎥

生活排水　638千㎥

廃棄物
3,012t
埋立廃棄物　     396t

焼却廃棄物        270t

化学処理廃液  2,346t

投入
INPUT

排出
OUTPUT

部品
材料

製品

製　　造
販　　売
サービス

集計範囲：横河電機および関係会社40社

環境経営の指標「環境負荷効率」

　環境経営の進み具合を数値化する「環境負荷効率」という
指標があります。環境負荷効率は事業活動で生み出した
「経済価値」を事業活動に伴い発生した「環境負荷」で割る
ことにより求めます。YOKOGAWAでは「売上総利益」を
「環境負荷指標（エコポイント :EP）」で割って算出して
います。環境負荷効率の数値が大きいほど環境経営が進ん
でいるということになります。
　エコポイントはYOKOGAWAが2000年度より採用し
ている独自の指標で、事業活動に使用したエネルギー・
原材料や廃棄物などにスイス環境庁が開発したエコファク
ターで重み付けしてポイント化したものです。単純比較が
難しい各種の環境負荷を数値で比べることができます。

エコポイントは値が大きければ環境への影響が大きい
ことを意味します。

環
境
負
荷
効
率

4

3

2

1

0
2003

1.95

3.02
3.34 3.24

2.45

2004 2005 2006 2007
年度

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

◆環境負荷効率の推移

 環境会計 

最適な環境経営実現を目指し環境会計を実施
YOKOGAWAの2007年度の環境会計は、環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠いたしました。
2007年度は、工場の増設等に伴い、エネルギー投入量が増加したことにより、
エネルギー関連の環境保全効果が下がる結果となりました。

分類

（1）工場内コスト（事業エリア内コスト）

　

　

（2）調達・物流コスト（上・下流コスト）

（3）EMS維持管理コスト（管理活動コスト）

（4）研究開発コスト

（5）社会活動コスト

（6）現状回復コスト（環境損傷コスト）

項目

1）公害防止コスト

2）地球環境保全コスト

3）資源循環コスト

主な取り組み

監視測定

省エネルギー

廃棄物等の発生抑制

グリーン調達

EMS更新、教育

環境調和型製品開発

環境イベント

土壌修復

　　　　　　　　　　　 計

投資額

83

73

0

0

0

0

0

0

156

   費用額

173

108

193

8

258

1

32

0

773

効果の内容

リサイクルによる収入額（有価物売却等）

省エネルギーによる費用削減（電力等）

省資源による費用削減（水、紙等の削減）

   金額 

63.3

23.7

18.3

105.3

分類

資源投入

　

温暖化防止

　

大気汚染

効果の内容（単位）

総エネルギー投入量（TJ）

水資源投入量（k㎥）

CO2排出量（kt）

CO2排出量売上高原単位（t-CO2/億円）

NOx排出量（t）

SOx排出量（t）

993

767

52

19

45

48

2006年度

1,120

636

69

26

51

52

2007年度

-127

131

-17

-7

-6

-4

効果

計

項目

当該期間の投資額の総額

当該期間の研究開発費の総額

内容等

環境を含む全設備投資額

環境を含む全研究開発費用

32,233

40,160

項目

環境ビジネス製品売上高

当該期間の売上高の総額

内容等

環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）など、社会的な環境負荷低減に寄与する
製品・システムの当期売上高

環境を含む全売上高

15,639
（8.8%）

177,202

金額

金額

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）
対象期間：2007年4月1日～2008年3月31日

◆環境保全コスト（単位 :百万円）

◆環境保全効果

◆環境保全に伴う経済効果─実質的効果─（単位 :百万円）

◆設備投資と研究開発費（単位 :百万円）

◆環境ビジネス製品売上げと売上高総額（単位 :百万円）
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 環境調和型製品の開発

独自基準で環境に配慮した製品を積極的に創出
YOKOGAWAでは環境に配慮した製品作りを推進するために長期使用や省エネルギーなどの項目について
設計基準やアセスメント基準を定め製品開発に取り組んでいます。

環境適合設計のためのルール

（1）製品設計における環境アセスメント基準
　再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、長期
使用性、回収・運搬の容易性、安全性・環境保全性、情報の開
示、梱包の8つの分野においてアセスメント基準を定め、
初期設計・中間設計・最終設計の各審査時に評価します。

（2）ライフサイクルアセスメント（LCA）基準
　ライフサイクルアセスメント基準とは、製品のライフサ
イクルにおける使用エネルギー、CO2排出量、NOX排出
量、SOX排出量などを事前評価するための基準で、初期設
計・中間設計・最終設計の各審査時に評価します。

（3）環境調和型製品設計ガイドライン
　製品の長寿命設計、省エネルギー設計、省資源設計、材
料・部品の選択指針、リサイクル・廃棄を考慮した設計、加
工法・組立法を定めています。

（4）製品に含まれる有害物質基準
　設計段階で環境に配慮した部品、材料を選択するため

の基準です。グリーン調達共通化ガイドラインの15物
質群の使用禁止物質、14物質群の自主管理物質、さらに 
YOKOGAWA選定の15物質群の自主管理物質、全44物
質群の全廃・削減を進めています。

（5）リサイクル製品設計基準
　廃棄物発生抑制 (リデュース )とともに、使用済み製品の
再使用 (リユース )、再生使用 (リサイクル )など3Rを促進
する基準です。

（6）環境にやさしい材料選定基準
　ハロゲン系難燃剤の使用を避けることを明示した基準
です。六価クロムを含む鋼板については、材料の標準化規
格の「構造用鋼」で使用を避けることを明示し、代替品のク
ロムフリー鋼板を指定しています。

（7）省エネルギー設計ガイドライン
　製品使用、製造段階で省エネルギー化を図ることを明記
したガイドラインです。製品の省エネルギー設計技術や、
製造時の省エネルギー設計技術などが紹介されています。

初期設計審査／中間設計審査／最終設計審査

再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネル
ギー、長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性
および環境保全性、情報開示、梱包など29項目。

法規制をクリアしていなければ0点

法規制をクリアしており、なおかつ30％以上の
改善は4点、15％以上の改善は3点、5％以上の
改善は2点、5％未満の改善は1点とする。

合格は評価項目に0がなく、総合評価点が従来
機種を上回っていること。

不合格は評価項目に0があること、または総合
評価点が従来機種と同等以下。改善のガイドラ
インは25％以上の改善を目標としており、あく
までも設計に環境負荷低減の視点を盛り込むこ
とを狙いとしている。

②評価項目設計基準

①時期

③評価基準

④合否判定基準

●環境調和型製品設計ガイドライン
●製品に含まれる有害物質基準
●リサイクル製品設計基準
●環境にやさしい材料選定基準
●省エネルギー設計ガイドライン

海外環境規制対応基準
●WEEE指令マーキング
●中国電子情報製品汚染抑制規制

●製品設計における環境アセスメント基準
●ライフサイクルアセスメント基準

製品設計
基本設計 技術試作 製造試作 初回生産

初期設計審査 中間設計審査 最終設計審査

環境アセスメント基準

◆環境適合設計基準と環境アセスメント基準 ◆製品設計における環境アセスメント基準

 環境調和型製品の開発

続々と環境調和型製品を開発、環境ラベルの導入も
独自基準に基づき環境に配慮した製品を開発しています。
さらに、自己宣言による環境ラベルを導入し、環境性能の高い製品を環境ラベル適用製品に認定しています。

高性能で環境に配慮した製品を続々開発

　環境適合設計のための基準・ガイドラインを適用した環
境調和型製品が続々と誕生しています。
　例えば、測定器ビジネス（電子計測器・通信測定器）では、
高速データアクイジションユニットである「SL1000」を
発売しました。メカトロニクス・エレクトロニクス分野
をはじめとした高速・低速現象の複合測定において、高速
サンプルレート、高電圧の絶縁測定、長時間測定などへの
要望が高いことを踏まえ、高速波形測定を追及し、最高
100MS/sのサンプルレート（最短サンプル周期10ns）を
実現するなど、「高速捕捉」「高速転送」「高速保存」を追求し、
ハイパフォーマンスを実現しています。
　ライフサイクルアセスメント（LCA）基準に基づく
計算の結果、従来機に比べ、二酸化炭素（CO2）排出量で
25.6%、窒素酸化物（NOX）排出量25.2%、硫黄酸化物
（SOX）排出量で30.7%削減を達成しています。

環境調和型製品に環境ラベルを導入

　YOKOGAWAでは、ISO14021で規定されている自己
宣言による環境ラベル（タイプ II）を導入しています。
　この環境ラベルは、ほかの製品と同様、P28にある各種
の基準をクリアした優れた環境性能を持つ計測製品に表
示されています。2007年度、環境ラベルの登録製品は36
機種となりました。
※2006年まではシリーズ数を1機種として表現していましたが、
2007年度より機種ごとで表現しています。

ミックスドシグナルスコープ
DL9710L

プレシジョンパワーアナライザ
WT3000

ネットワーク対応
データ収集ステーション
DX1000/DX2000

PCベース
リアルタイム・データ収集ユニット
MX100

◆環境ラベル適用製品

高速データアクイジションユニット
SL1000

電子計測器および通信測定器 レコーダおよびデータロガー

SL1000の開発はチャレンジの連続
　限られた大きさの中に、高性能のものをどれだけ、搭載できるかということに

チャレンジしています。高性能な製品をコンパクトなボディーで、オールイン

ワン測定を可能にして提供することで、お客様の開発に貢献していきたいと考えて

います。モジュール形計測器の標準となる製品を開発することで、お客様に長く

使用していただける製品を提供していきたいと思います。これからも、お客様

のニーズに合った小型化・電力低減などができる

設計・改善を進めて行きます。

通信・測定器事業部
基本計測開発センター
宇野達朗・内田 出

ライフサイクルアセスメント（LCA）基準比較グラフ
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 環境ソリューション

エネルギー使用効率最適化をコンサルティング
企業の環境経営を支援し、省エネルギーや地球環境保全の観点から最適な生産活動を目指す
省エネルギー・環境保全ソリューション本部。環境経営を進めるメイコーグループにコンプレッサーの
制御システムの導入を提案し、大幅なCO2排出量削減を実現しました。

省エネルギー・環境保全ソリューション事業の概要

　横河電機では、製造業のお客様に対して、生産効率だけ
でなく省エネルギーや地球環境保全の観点から最適
な生産活動を実現していただくために、2007年9月、
ソリューション事業部に省エネルギー・環境保全ソリュー
ション本部を発足させました。
　同本部では、お客様の工場全体におけるエネルギー使用
状況に無駄なところはないか予備調査や設備診断をした
上で、システムや運用方法の提案と構築、効果の確認、
改善、保守などに関するコンサルティングを行い、エネル
ギー最適化を実現するサポートを行っています。
　現在、積極的な事業展開に向けてエネルギー管理士など
の資格取得をすすめています。今後は、先行マーケティン
グ機能を活かして国の政策や法規制動向をいち早く捉え
るとともにお客様のニーズを反映させた、より一層効果の
高い新製品を開発していきます。

省エネ統合システムで電力使用量17%削減を達成

山形メイコーの事例紹介
　山形メイコーは、エレクトロニクス機器に欠かせない
プリント配線板の大手メーカー「メイコーグループ」の
山形工場を運営しています。2001年に ISO14001認証を
取得し、6年間にわたるゼロエミッション活動により

生産対比で全廃棄物の82%を削減するなど、積極的な
環境経営が注目されています。横河電機では、コンプレッ
サーの省エネ統合システムをご提案し、工場における
大幅な電力削減を実現しました。
　山形メイコーには5つの工場があり、圧縮エアーを作
り出すためにコンプレッサーを多数配置し、個々に制御
をしていました。そのためランニングコストが高く、コン
プレッサーの使用電力が工場の全電力の20%を占めて
いました。そこで、圧縮エアー消費量から最適なコンプ
レッサー台数を演算し制御する省エネ統合システムを
導入。その結果、コンプレッサーの電力消費量を17%削減
することに成功。これはCO2に換算すると年間518tに
もなります。
　2007年12月、メイコー
ではグループ内に「メイ
コーエコプロジェクト」を
発足、国内・海外の工場にお
いても同様にCO2排出量
削減を進めています。横河
電機では引き続きメイコー
グループのエコプロジェクト
を支援していきます。

メイコーグループ全体への水平展開に期待

　メイコーでは、地球環境の保全と向上に貢献することを掲げ、地球に優し

い事業活動を推進しています。特に山形メイコーでは水資源の節約や

廃アルカリ水の浄化など、さまざまな取り組みを進めています。電力消費量

削減によるCO2排出量の削減もそのひとつですが、横河電機の協力により

計画通りの削減が達成でき、プリント配線板業界で初めてCO2の自主参加

型国内排出量取引事業に参画することができました。

　今後、メイコーグループ全体で省エネルギー活動を展開していくため、

国内・海外の工場の診断をしてもらい改善報告書を作成してもらいました。

特に中国の広州工場、武漢工場は大幅なCO2排出量削減ができるとの

提案に、期待を寄せています。
株式会社山形メイコー
環境推進室
村形修宏 室長

ソリューション事業部
省エネルギー・環境保全ソリューション本部
コンサルティング部
印南幸雄

 グリーン調達／グリーン購入

環境調和型製品の普及を目指して推進
策定したガイドラインに則して、原材料や部品の調達や事務用品の購入を進めています。
RoHS指令に対応した部品への切り替えを進めるとともに、調達先に対する環境管理体制強化も推進しています。
社内の売店におけるレジ袋削減キャンペーンも推進しています。

グリーン調達

　YOKOGAWAは2000年にグリーン調達ガイドライン
を制定し、グリーン調達活動を進めています。「環境負荷
の少ない資材調達=環境調和型製品の提供」を基本に、
環境に配慮したグリーン調達活動を積極的に推進してい
ます。

RoHS指令対応部品切り替え促進プロジェクト

　2006年に引き続き、横河電機と横河マニュファクチャ
リングは、「RoHS指令※対応部品切り替え促進プロジェ
クトⅡ」（2007年5月~9月）を実施しました。
　このプロジェクトでは、RoHS指令対応部品の受け入れ、
変更申請、部品の有害物質データの入手、有害物質データ
ベースの構築を効率的に進めることで、RoHS指令対応
部品への切り替えを促進するとともに、業務の標準化を
確立しました。
　また、取引先における多大なご協力のもと、RoHS指令
に対応した部品への切り替えを大規模に実現し、環境対応
への取り組みをさらに前進させ、コンプライアンスや品質
を重視した活動を実現しました。
※RoHS指令 :電気・電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限についての欧州

　
議会及び閣僚理事会による指令。

調達先の環境活動推進

　横河マニュファクチャリングでは、主な資材調達先を
対象に、環境への取り組み状況を調査し、取り組みの推進
が必要な会社には、現場パトロールや改善勧告活動等を
実施しています。また、3Rを推進するために調達先会社
と協力し、通い箱、通いパレット化を拡大させ、梱包資材の
削減に努めています。

グリーン購入

　2001年にグリーン購入ガイドラインを制定し、環境に
配慮した事務用品の購入に努めています。商品・サービス
を購入する際に、価格や品質だけでなく環境負荷ができる
だけ小さいものを優先的に購入するグリーン購入を推進
しています。

売店によるレジ袋削減キャンペーン

　横河パイオニックス㈱で運営している、横河電機本社
構内にある「ショッピングPao」では、CO2排出量削減
への取り組みとして「レジ袋削減キャンペーン」を行ってい
ます。2007年2月から関連ポスターを掲示し、2008年
2月にはエコバック持参を呼
びかけました。
　さまざまな取り組みを行っ
た結果、2006年度のレジ袋
購入枚数が約21万枚であっ
たのに対して、2007年度に
は4万5000枚へと大幅に削
減することができました。
今後は、さらに活動を広め、
「レジ袋ゼロ」を目標に活動し
ていきます。

エコバッグを持参する方が
確実に増えています

　当初は、商品をたくさん購入した方にレジ袋を出さないこ
とに申し訳なく感じたりしました。しかし、エコバックを持

参したり、同じレジ袋を繰り返し利用したり、たくさん購入

したときでも抱えて持っていくような方が増えています。皆

さんに取り組みを理解いただいたことがレジ袋削減の成果

につながったと思います。

キャンペーンポスター

横河電機本社構内のショッピングPao
横河パイオニックス㈱ 
平内仁美・佐野まゆみ
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フッ素含有薬品の切り替えで、排水処理コストも削減

　横河マニュファクチャリング甲府工場では、2006年度
のシアン化合物に続き、フッ素含有薬品を削減しました。
　フッ素は表面処理ラインのめっき処理工程でめっきの
定着性をあげるために必要です。甲府工場のある甲府市の
下水道条例は基準が厳しく、排水のフッ素濃度を1ppm
以下に抑えなければいけませんが、横河マニュファクチャ
リングではさらに条例の半分以下にする独自基準を定めて、
これを0.5ppm以下に抑えてきました。これをさらに改善
するために、2007年4月からこれまで使われていたフッ化
水素ナトリウムを含むコケイ酸Bという薬品を有害物質
未使用の薬品へ切り替えました。
　候補にあがった3種類の薬品について、品質面、運用面、
コスト面で評価を行い、有害物質未使用のコケイ酸Aを選出
しました。コケイ酸Aはコケイ酸Bに比べて、温度を上げ
る必要があり、かつコストが高いという課題がありましたが
工場内で使われている蒸気を利用することで温度の問題
を解決することができました。また排水を工場内で処理
することによりトータルでコストを抑えることができま
した。

有害物質の未使用が最大の排水処理方法

　排水処理はどうしても処理技術に目を向けがちですが、

「有害物質を使用しないためにはどうするか」と発想を転換

することで環境保全に貢献することができました。切り替え

までには6ヶ月の期間がかかりましたが、製品の品質を保ち

つつ、環境にやさしい薬品

に切り替えられたのがうれ

しく思います。

運転管理でコンプレッサー消費電力を大幅削減

　 横河マニュファクチャリング小峰工場の基礎部品製造
部では、従来から消費電力削減に向けてさまざまな対策を
講じていたために、新たな削減をどのように行えばよいか
行き詰まりを感じることもありましたが、社内のエネル
ギー管理士の協力のもと、切削グループが使用するコンプ
レッサーの運転をきめ細かく管理することで、さらなる消
費電力の削減を実現しました。
　この取り組みは「圧力」「機械」「時間」の3点に注目して
行われました。圧力ではこれまで0.6MPaから0.7MPa
の間で運転していたコンプレッサーを0.5MPaにまで減
圧し、エアーを大量に使うマシンツール交換時に異常が
ないか検証した上で実行しました。機械では、37kw機と
45kw機を常時交互に運転していたのを、37kw機のみを
主運転にし、45kw機は週1回の運転に切り替えました。
時間では、週末には45kw機を全面停止させ、37kw機も
設備稼働状況によって停止させることで大きな電力削減
効果を得ることができました。
　その結果、取り組みをはじめた2006年6月から2008
年1月までの累計で55,117kwhの削減となりました。

コストをかけずに環境保全ができることも

　コンプレッサーは、心臓と同じで常時一定に動いているの

が、当たり前だと思っていましたが、圧力を下げても同じ品質が

保てることが分かったときは、目からうろこが落ちたようで

した。省エネタイプの設備に交換するのは、コストがかかりま

すが、まず何ができるかと

考えて、皆の協力の下、実現

することができました。

 グリーン生産ライン

環境負荷低減とコストダウンの両立を実現
YOKOGAWAでは2002年にグリーン生産ライン改善規定を定め、
各生産ラインで環境負荷低減のための改善活動を進めています。大気や水質、土壌汚染の原因となる物質や、
電力使用によるCO2の排出量を削減して環境保全に努め、同時にコスト削減も図っています。

横河マニュファクチャリング
小峰工場 基礎部品製造部

高山信次郎

横河マニュファクチャリング
甲府工場 基礎部品製造部

宮澤裕司

 地球温暖化防止

CO2排出量原単位は増加傾向
2007年度は新工場が稼動したことなどにより2006年度に比べCO2排出量実質売上高原単位は増加しています。
今後も、チームマイナス6%への参加やグリーン電力証書の導入など、
事業活動に伴う排出を削減する施策も継続的に推進していきます。

CO2マイナス6%に向けた活動

　2005年4月から展開されている国民運動「チームマイ
ナス6%」に横河電機は2007年度も参加し、「クールビズ」
「ウォームビズ」、夏至の日に施設のライトダウンをする
「ブラックイルミネーション」を実施しました。
　また、2006年度に横河電機本社ビルに導入した「グリー
ン電力証書システム※」による「グリーン電力」を、2007年
11月に開催された「計測展2007 TOKYO」にも導入しま
した。YOKOGAWAブースの空調、照明、映像、音響など
で使用する約3,000kwhの電力を、「グリーン電力証書」
の導入により、風力発電で調達したことになります。

※風力、水力、バイオマスなどの自然エネルギーにより発電された電気の環境負荷
価値を「グリーン電力証書」という形で取引するシステム。このシステムを導入した
企業は、通常の発電業者から購入している電力のうち証書に記載された発電量を自
然エネルギーにより発電したグリーン電力であるとみなすことができます。

CO2排出量実質売上高原単位と削減率

　2007年度、YOKOGAWAの国内グループCO2排出
量実質売上高原単位※は、8.9t‐CO2/億円、削減率65.7%
（1990年度比）となりました。

※実質売上高原単位
実質売上高原単位（t‐CO2/億円）=
CO2排出量（t-CO2）÷（売上高（億円）÷日銀による国内企業物価指数 :電気機器）

 大気・水質・土壌の汚染防止

法令を遵守しながら、独自の技術や基準で汚染防止
YOKOGAWAでは環境汚染を防ぐための法令や協定等の遵守を徹底しています。
同時に、環境負荷物質を削減するために、可能な限り代替技術への転換を図っています。
土壌汚染対策法の施行以前から独自の管理基準を設定して対策も講じています。

土壌・水質の保全

　土壌汚染対策法の施行以前から独自の管理基準に基づ
いて工場跡地の土壌・水質の調査を行い、対策を実施して
きました。トリクロロエチレンの浄化を行ってきた横河マ
ニュファクチャリング毛呂山工場跡地については、浄化を
完了し、現在もモニタリングを行っています。

法の遵守

　環境にかかわる法律、規制、協定等の遵守の徹底に取り
組み、2007年度も法令違反はありませんでした。

◆CO2排出量実質売上高原単位と削減率（1990年度比）
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「 計 測 展 2007TOKYO」の
YOKOGAWAブースに置か
れた「グリーン電力証書」
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 化学物質管理と削減

徹底管理と代替プロセス開発で有害化学物質を順次削減
YOKOGAWAでは、環境や身体に有害な化学物質を徹底管理しているほか、
代替プロセスを開発・導入し、使用量の削減に努めています。

海外拠点でも鉛フリー生産ラインを拡大

　「YOKOGAWAグループ環境自主行動計画」には、EU
の環境規制であるRoHS指令に対応する鉛フリーはんだ
実装ラインの構築が定められています。横河マニュファク
チャリングでは鉛フリーはんだ対応の製造ラインを
2004年度から順次構築。海外拠点にも拡大しています。
　2007年度は中国の横河電機（蘇州）有限公司に横河
マニュファクチャリングの生産技術部から技術者を派遣
し、鉛フリーに対応した
設備の設置や技術指導を
行いました。今後も全面
切り替えを推進していき
ます。

PRTR対象物質

　PRTR制度※の届け出対象物質(取扱量1,000kg/年以上)
は下表のような取扱量となりました。
※PRTR制度…Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質
排出・移動登録制度）。有害性のある化学物質の環境への排出量などの情報
を公開することにより社会全体で化学物質の管理を行う制度。 

◆2007年度横河マニュファクチャリング PRTRデータ

表面実装ラインに設置された
鉛フリーはんだ対応窒素リフロー炉

全事業領域でゼロエミッション活動を展開中
地球環境保全にはリデュース、リユース、リサイクルのいわゆる3R活動が欠かせません。
YOKOGAWAでも3Rに取り組み、ゼロエミッションを進めています。

ゼロエミッション推進中

　YOKOGAWAは、廃棄物総発生量の99%以上を循環
資源化することをゼロエミッションと定義しています。
現在は、横河電機本社・工場、横河マニュファクチャリング
小峰工場、甲府工場、青梅工場、駒ヶ根工場、国際チャート㈱
がゼロエミッションを達成しています。

活動成果

　2007年度の廃棄物排出量は、売上高
原単位0.15t/億円（総排出量667t）とな
りました。各廃棄物削減施策において、
什器再利用688台、ダイレクトメール、
梱包材の返却で13.5tを削減できま
した。また、横河電機は東京都武蔵野
市から、「分別状況」「資源化状況」「発生
抑制および社内啓発」が評価され、
ごみ減量資源化推進事業者（Ecoパー
トナー）※の認定を受けました。

輸出用外装梱包材をリユース

　ゼロエミッションを達成するには、工場間で情報を
交換し、資源をリユースすることが重要です。従来、横河
マニュファクチャリング甲府工場がダンボール製の輸出
梱包材を購入する一方、青梅工場が納入部品の梱包材を廃
棄していました。そこで、青梅工場で使用する梱包材を強
度の高いプラスチック製に切り替え、甲府工場でリユース
し、ゴミの削減とコスト削減に貢献しました。

工場名 発生物質 取扱量
（kg）

排出量（kg）
大気 公共水域 土壌 埋立 事業所外下水道

移動量（kg）

キシレン

トルエン

鉛

キシレン

トルエン

鉛

銅水溶性塩

ホルマリン
ふっ化水素
およびその
水溶性塩

2,658

2,419

1,803

1,580

1,690

6,743

64,491

2,900

1,120

1,648

1,500

0

1,419

1,503

0

0

490

0

0

0

0

0

0

0

0

0

120

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

27

0

0

1,010

919

0

161

187

0

21,236

1,910

1,000

小峰工場

甲府工場

青梅工場

駒ヶ根工場

横河電機本社
リサイクルセンター

※ごみ減量資源化推
進事業者（Ecoパート
ナー）…エネルギー・
資源の消費を抑え、ご
み抑制に積極的に取
り組む事業者の功績
を認定する東京都武
蔵野市の制度。

 ゼロエミッションの推進
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量
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集計範囲：横河電機および関係会社40社

◆廃棄物排出量売上高原単位と削減率（1995年度比）

YOKOGAWAは、「CSR」という言葉が社会で語られるようになる
以前から自らの社会的責任を認識し、社会貢献、社員の働きやすい
職場づくりなどを積極的に推進してきました。
「YOKOGAWAグループ企業行動規範」では、お客様、株主、地域や
社会、納入業者、競争社会など、さまざまなステークホルダーとの関係
について、公正なあり方を明示しています。
地域や社会への貢献も重要です。国内での諸活動にくわえて、海外の
関係会社による地域貢献も活発に行っています。社員については、
人材を「人財」と捉えて、一人ひとりをかけがえのない存在と位置づけ
ています。そのうえで、職場環境を整備し、能力開発を図る機会を積極
的に提供しています。
企業として何よりも大切なことはお客様の信頼を得ることです。社会
的に有用な製品やサービスを提供するために、万全の品質保証体制
を整備し、情報セキュリティ対策の徹底を実施しています。これからも
ステークホルダーとともに歩む姿勢を維持し、YOKOGAWAは社会
への責任を果たしていきます。

【社会活動報告】

ステークホルダーとともに
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 品質保証体制

「世界同一品質」でお客様の安心と満足を実現
お客様にとって満足のいく製品・サービスを提供するため、グループ共通の考え方やルールのもと、
品質マネジメントを日々実行しています。毎年「YOKOGAWA品質計画」として目標と施策を策定し、
それらに基づいて活動を展開し、高品質を確保しています。

「品質第一の心」により世界同一品質を目指す

　「YOKOGAWAは高品質な製品とソリューションを世
界同一品質で提供する」ことで、お客様に満足をいただい
ています。これを支えるのは、90年間以上も守り続けてき
た創業の精神である「品質第一」です。品質マネジメントの
基本的な考え方は、QA（Quality Assurance:品質保証）、
QI（Quality Improvement:品 質改 善）、Qm（Quality 
mind:品質第一の心）という3つで構成されています。

品質保証（QA）の輪
「品質がすべてに優先する」という考え方のもと、お客様
により良いものを永続的に提供していくこと。

品質改善（QI）の輪
「世界同一品質」の製品とサービスを提供する体制作り
に取り組んでいくこと。

品質第一の心（Qm）の輪
社員一人ひとりが創業の精神である「品質第一の心
（Qm）」をもつこと。

　この3つの要素がすべて調和することで、初めてお客様
の満足と永続的な信頼を得ることができると考えてい
ます。

品質計画に基づき施策展開で高品質を維持

　YOKOGAWAは、製品の企画、開発、設計、製造から販
売・サービスまでの全プロセスをとおして、品質マネジ
メントシステムを構築しています。すでに1992年には
ISO9001の認証を取得し、YOKOGAWAの国内および
海外の主要関係会社でも、ISO9001の認証を取得してい
ます。
　グループ共通の方針とともに、目標と施策を定め、

グローバルに活動を展開しています。毎年、品質方針や
目標、施策について、国内外の関係会社へ説明会などを
行い、全社員に徹底。各部門の活動結果を月次で確認し、
四半期ごとにレビューを行っています。共有した課題は次
の四半期の計画に反映させ、確実な解決に向けて取り組ん
でいます。

品質第一の心（Qm）の徹底へきめ細かな取り組み

　YOKOGAWAの高い品質を守るためには、「品質第一の
心（Qm）」が特に重要と考えています。YOKOGAWAでは
従来から「YOKOGAWA品質月間」を年2回実施し、国内・
海外の関係会社を含めポスター掲示や「今日の標語」の
唱和などを行ってきました。2007年には、「今日の標語」を
社員から公募し、約3,000件の中から選出された標語を、
期間中イントラネットや生産現場へ掲示しました。
　また、これらをさらに徹底するために、品質保証本部長
のメッセージを全社員へ配信するとともに、海外の生産
拠点でも翻訳され、社内に掲げられています。
　こうした品質への取り組みは、社外からも高く評価され、
2007年の「品質経営度ランキング」（日本科学技術連盟）
では、215社中でYOKOGAWAは42位となりました。
YOKOGAWAは「世界同一品質」を実現するために、社員
の品質意識向上や品質マネジメントシステムの確実な実
行をこれからも継続していきます。

品質保証本部長メッセージ

 情報セキュリティ

ステークホルダーの大切な情報を守る
お客様と一体となってソリューションを提供するYOKOGAWA。
ステークホルダーの皆様から信頼をいただいてお預かりする大切な情報を守るため、
人・物・ITの観点から情報セキュリティ対策に取り組んでいます。

【人】 情報セキュリティ教育の実施

　情報を守るためには、手にした情報をどのように取り
扱うか、社員一人ひとりの意識が重要です。YOKOGAWA
で共通の認識を持ち、知識をアップデートしていくため、
eラーニングを活用した全社教育を毎年実施。「教育は最
初が肝心」との想いから、新入社員やキャリア採用者への
入社時教育、異動者への部内ルールの導入教育など、実施
内容と実績を情報セキュリティ監査で確認しています。

【物】 環境を たゆまず 改良し続ける

　情報が置かれている環境では、防犯、防災とあらゆる
セキュリティに目を向ける必要があります。既存の施設
に絶えず目を配りながら、「時がたてば風化するのも常」と
捉え、いま必要とされる新しい設備の導入に努めています。
高度なセキュリティを必要とする研究開発施設等では、
虹彩認証による入退室管理や社員証によるロック機能付
キャビネットの導入など、積極的に新しい仕組みを採用し、
さまざまな対策を実施しています。

【IT】 見えないところで 守っていく

　情報セキュリティ対策を行っていく上で、何よりも大切
なのは「人」です。「うっかり漏洩」「知らないから誤用」と
いった人間の過ちを、ITのしくみで守っていきます。
1. PCの情報漏洩対策
ウイルス対策はもとより、生体認証やデータの暗号化など
を施し、より安全な環境を設定しています。
2. 迷惑メール対策
迷惑メールは単に迷惑なだけでなく、情報漏洩やウイルス
感染につながる悪質なものが含まれる可能性があるため、
迷惑メール除去システムを強化しています。
3. ネットワーク接続機器管理
社内での不正アクセスによる情報漏洩防止を目的として、
未登録のPCおよび関連機器をネットワークから完全遮
断しています。

組織 

　これらの情報セキュリティ施策の方針や施策を審議およ
び決定する組織として、情報安全管理委員会があります。
　また、各ラインの情報セキュリティを推進する組織として
YOKOGAWAの各事業部・本部、関係会社に情報セキュリ
ティ組織を設置。円滑な情報セキュリティ推進活動の鍵と
なって、PDCAサイクルをまわしています。

情報安全管理委員会

ライン長 ライン長 ライン長

情報セキュリティ
管理責任者

情報セキュリティ
管理者

情報セキュリティ
管理者

情報セキュリティ
担当者

情報セキュリティ
担当者

情報セキュリティ
管理者

サポート

情報セキュリティ
実行組織

情報セキュリティ
推進組織

事業部長・本部長

社員証による
ロック機能付
キャビネット 情報セキュリティ組織

お
客
様
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の
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り
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客
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eラーニング教材画面
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 労働安全衛生

社員が安全かつ健康的に働ける職場環境を整備
OSHMSの導入決定を受け、2007年度は「YOKOGAWAグループ安全衛生方針」を制定。
グループ各社でOSHMSの運用を開始しました。
2008年度はOSHMS活動のシステム監査を実施し、安全衛生の継続的な向上を目指します。

労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）運用開始

　YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループ安全衛生
方針」を制定。2007年度より労働安全衛生マネジメント
シ ス テ ム（OSHMS:Occupational Safety and Health 
Management System）の運用を開始しました。グループ
各社は、職場に潜在する危険性や有害性を体系的に評価し、
改善する「リスクアセスメント」を実施し、リスクの除去・
低減を図っています。また、OSHMS展開の基本となる
マニュアルを国内グループ全18社で完成させたほか、
海外グループ各社も2008年度上期完成を目指すなど、
OSHMS構築に向けた取り組みを行っています。

2007年度の災害分析

　2007年度の横河電機の労働災害は8件と、2006年度
より1件改善されましたが、休業4日以上の労働災害が海
外出張中に1件発生しました。一人ひとりの安全意識の大
切さを再認識しました。

継続的な交通安全活動が評価され警視総監賞を受賞

　横河電機では、交通安全講習会や安全委員会による街頭
指導など、交通安全活動を継続して行っています。これら
の地域社会への貢献およ
び大きな事故がないとい
う交通安全の実績が認め
られ、交通安全優良事業所
として警視総監賞を受賞
しました。

救急医療体制の構築で東京消防庁緊急部長賞を受賞

　2007年9月、横河電機は救急医療体制の構築に尽力し
たとして東京消防庁救急部長賞を受賞しました。本社構内
にAED10台（AED=自動体外式除細動器）を設置して

いるほか、4年間で360
人の社員が心肺蘇生
およびAEDの講習会
に参加し、傷病者が
発生したときに備えて
います。

緊急事態への対応

　横河電機は緊急事態への対応方法を定め、社員だけでな
く来社中のお客様の安全確保にも取り組んでいます。
　お客様が来社されると「安全ガイド」をお渡しして、
防災用ヘルメットの位置や避難手順、避難経路などを
説明し、お客様と一緒に安全意識の高揚に努めています。

年

年間平均労働者数（人）

延実労働時間数（Ｈ）

休業4日以上（人）

休業1～ 3日（人）

小計休業者数（人）

不休（人）

合計

延休業日数（日）

労働損失日数（日）

度数率（全国平均1.83）

強度率（全国平均0.11）

2005

6,366

11,813,914

1

2

3

12

15

30

24.7

0.25

0.002

2006

6,308

12,087,160

0

3

3

6

9

7

5.8

0.25

0.000

2007

5,145

10,094,954

1

2

3

5

8

75

61.6

0.30

0.006

度数率＝労働災害による死傷者数／延実労働時間数×1,000,000H
強度率＝延労働損失日数／延実労働時間数×1,000H

◆横河電機の労働災害発生件数一覧

YOKOGAWAグループ安全衛生方針
AEDの講習会

街頭指導の様子

「安全ガイド」と「避難用フロアマップ」

社員と企業が同時に成長するキャリア開発

　社員の適材適所を実現するための仕組みとして、さま
ざまな人財活用施策を提供しています。これらの施策は、
会社主導による人財活用だけではなく、社員の自律的な
キャリア構築や異動をサポートし、社員一人ひとりが担う
“役割”を通じて、会社と社員（個人）が緊張感のある関係
を実現することを目指しています。

1.キャリアプラン申告
年に1回、社員自らが自身の短期および中・長期のキャリアプラン
を申告する制度です。これをベースに上司と面談を実施し、自身
のキャリアプランについて相互確認するとともに、年間の育成プ
ランや職場異動も含めたキャリアの構築につなげていきます。

2.キャリアチャレンジ登録制度
社員自らが、上司の承認を得たうえで自身のこれまでの職務経
験、スキル、具体的な異動希望、自己アピールなどをイントラネッ
ト上で他部署のマネージャーに広く公開することで、社員がより
大きな役割にチャレンジする機会を拡大するための仕組みです。

3.社内公募制度
新規ビジネスやプロジェクトなど、会社が施策として新たな人財
の発掘や戦略的な人財配置を実現するための制度です。社員は
上司の承認なく応募ができ、合格者は必ず異動が実現します。

4.人財ニーズ情報公開システム
社内の各部署における人財要求情報を全社員に公開することで、
社内のどの部署が、どのような職種でどのような人財を求めて
いるかを社員が確認できる仕組みです。このシステムは社内公
募のように社員が応募するためのものではなく、各部署が募集
をする人財として必要なスキルを確認してもらうことをねらい
としています。

仕事と家庭の両立を支援する企業として認定

　2007年12月、横河電機は、仕事と家庭
の両立を支援する企業として、東京都労働
局長から認定を受けました。この認定は、
次世代育成支援対策推進法に基づくもので、事業主に
仕事と子育ての両立を図るための環境整備の推進を求めて
います。横河電機は、法律の規定を上回る育児休職制度や
子供の看護休暇制度を設けるとともに、地域貢献の一環と
して保育所も独自に設置しています。こうした活動が評価
されて、認定を受けることになりました。

 人財育成・活用

社員一人ひとりの能力開発と職場環境整備で人財育成
YOKOGAWAにとって社員は一人ひとりが貴重な「人財」です。その能力を最大限に引き出すために
さまざまなキャリア開発を行っています。また、退職者の再雇用や障がい者の雇用も積極的に行うとともに、
社員が活き活きと会社生活を送れるようにするための施策にも取り組んでいます。

定年退職後の社員や障がいをもった社員を積極的に採用

　定年後も働く意志のある社員を活用する定年後再雇
用制度を導入し、運用は横河ヒューマン・クリエイト㈱が
行っています。採用基準は、引き続き勤務することを希望
する、勤務に支障がない健康状態である、すぐに業務に従
事できる、の3つ。再雇用は65歳までで、1年ごとに契約
を更新していきます。
　また、障がい者雇用についても1992年に「ノーマライ
ゼーションプロジェクト」を発足させて以降、積極的な活動
を行っています。1999年には知的障がいをもった方の
雇用を目的に特例子会社の横河ファウンドリー㈱を設立。
グループ内のさまざまな職場で、活き活きと働き、活躍の
場を広げています。

充実した会社生活のために心のケアを促進

　社員がストレスによって本来の能力を充分に発揮で
きない状態を回避し、最大限のパフォーマンス向上を目
的として、社員支援プログラム（Employee Assistance 
Program:EAP）を導入しています。
　YOKOGAWAのEAPは、メンタルヘルス支援とキャリア
支援の両面からサポートするという特徴を持っています。
社員一人ひとりの付加価値向上と、生産性向上を図ると
ともに、心身ともに健康で活き活きと働き、最大の成果を
発揮して、充実した会社生活を送ってもらうのが目的で
す。YOKOGAWA EAPの情報は、社内イントラネット上
に公開し、その普及にも努めています。

◆キャリア開発の事例

◆障がい者雇用率グラフ（毎年6月1日時点）
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 地域への貢献【国内】

これまでも、これからも地域とともに歩む
　  国内での取り組み事例

武蔵野警察署が主催する交通安全教室の開催場所として、
横河電機本社グラウンドを提供。お年寄りの自転車事故
防止についての実技、訓練が行われました。

 横河電機本社グラウンドで武蔵野警察署交通安全教室が開催

武蔵野市民に対する
緊急医療に関する教
育・訓練用シミュレー
タや、小さな頃から
防災に興味をもつよ
うに子供用防災服、
救命用電動ドリルな
どを寄贈しました。

 武蔵野防火防災協会に高度救急処置シミュレータを寄贈

 東京消防庁から「東京消防庁消防総監感謝状」を授与

東京消防庁武蔵野消防署と横河電機は震災時の支援協定
を締結しており、地域の安全・安心確保のため消防行政に
対し、積極的に各種支援活動を実施しています。

社
会
と
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か
わ
り
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  地域への貢献【海外】

世界各地の拠点でも、地域重視のYOKOGAWA
　  海外での取り組み事例

Yokogawa（Thailand）Ltd.では、バンコク市が所有する、
オフィス正面にある空き地を緑豊かな公園にし、市民や
社員の憩いの場として活用しています。

 憩いの場として空地を公園に（タイ）

Yokogawa Philippines lnc.は、会社が後援者となり、
お年寄りや災害被災者・住宅困窮者の方々に、慈善団体を
通じて、住居や生活ケアなどを支援しました。

 社会貢献活動「Outreach Program」を実施（フィリピン）

中国拠点の社員により、就学困難地域の学費支援活動を
継続。2007年度は中国の青海省にある小学校を訪問、
防寒着などを贈呈しました。

 小学校へ防寒着の贈り物（中国）

韓国横河エレクトロニクス・マニファクチャリング㈱
では社員約60名のボランティアサークル「ダサラン会」が
1人暮らしのお年寄りなどに、石油や練炭、米を支援しま
した。

 練炭および米の支援（韓国）

Yokogawa Corporation of Americaの社員や家族、
友人が、新生児の障がいの予防などを支援する全米でのチャ
リティーイベント「マーチ・オブ・ダイムス」の「マーチ・
フォー・ベイビーズ」などに参加しました。

 「マーチ・オブ・ダイムス」への参加（アメリカ）

韓国横河エレクトロニ
クス・マニファクチャリ
ング㈱の社員が、高齢者
施設などへの支援に加
え、家庭の清掃をお手伝
いしました。

 家事支援活動に参加（韓国）

横河電機本社敷地内に、歩道から見えるように立てられた
表示パネルを、リニューアルしました。工場屋上の太陽電池が
発電している電力量がリアルタイムで表示されています。

 太陽光発電表示パネルをリニューアル

恒例となった清掃活
動に、100名を上回る
社員とその家族が参
加し、横河電機本社
から最寄り駅までの
清掃コース約2Km
を清掃しました。

 武蔵野市主催「ごみゼロデー市内三駅周辺清掃」に参加

横河電機は、グラウンド脇の遊歩道の新設や歩道に隣接した
敷地緑化推進などが評価され、全国の道路の整備改善に功績
のあった団体に送られる道路功労者として表彰されました。

 （社）日本道路協会主催の道路功労者として表彰される
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（財）長野県テクノ財団伊那テクノバレー地域センターが
主催する天竜川の河川敷の清掃活動に横河マニュファク
チャリング駒ヶ根工場の社員と家族が参加しました。

 「天竜川水系環境ピクニック」に参加

2004年度から通勤バスに導入しているBDF（バイオ・ディー
ゼル・フューエル）の元となる廃食油を、2007年度から
社員の各家庭に呼びかけ、回収を行っています。

 甲府駅から甲府工場への通勤バスの燃料を家庭から回収

「これからの産業社会における環境と安全・安心」をテーマ
に開催された本フォーラムでは、技術開発本部、IA事業部
が専門委員会委員長、ワーキンググループ主査などの
メンバーとして参加し、フォーラムの運営を行いました。

 （社）電子情報技術産業協会主催「産業社会制御システムフォーラム」へ参加

  地域への貢献【国内】

社
会
と
の
か
か
わ
り

社
会
と
の
か
か
わ
り

横河電機フラッグシップスポーツのラグビー部が、多く
のファンや社員の声援を力に「トップイースト11」で全勝
優勝。2008年のトップリーグ入りを果たしました。

 ラグビー部が「トップリーグ」に昇格

 横河マニュファクチャリング甲府工場で「クリーンキャンペーン2007」開催
横河電機本社体育館で
の実施となった「スポー
ツフェスタ2007秋」。
雨天にもかかわらず
700名を超える社員や
家族が参加し、縄跳びや、
玉入れ、キャラクター
ショーなどを楽しみま
した。

 「スポーツフェスタ2007秋」開催

横河電機本社グラウンドで開催された恒例の横河まつり
に、お客様をはじめ周辺地域の方々、約19,000人がつめ
かけ、大盛況となりました。

 「2007横河まつり」開催 

同好会管弦楽部「アンサンブル横河」が東村山市の小学校
で音楽教室を開催。生徒や保護者など、約300名の方が、
鑑賞されました。

 オーケストラ音楽教室を開催

社員と家族約50名が「クリーンキャンペーン2007」に
参加。周辺の清掃や草むしりに加え、パンジーの花の植え
付けを行いました。

ライフサイエンス事業部長の瀧岸眞一が「企業立地のた
めに地域は何をなすべきか」のパネルディスカッション
に加わり、企業と地域との友好な関係などについて説明
しました。

 「企業立地促進法フォーラム」にパネリストとして出席

 先端レーザー科学教育コンソーシアム（CORAL）で講義・実習

同好会バスケットボール部が「さわやか福祉財団」の主催
で武蔵野市の老人ホームで行われた「バスケットさわや
か広場」へ参加しました。

 武蔵野市の地域福祉イベントに参加

横河マニュファクチャ
リング青梅工場は、不
要になったダンボー
ルを地域の小学校へ提
供しました。そのダン
ボールは小学校の各種
イベント時に有効活用
されました。

 教材用として小学校へダンボールを提供

通信・測定器事業部と技術開発本部が、光科学分野の人材
教育を目的とする教育プログラム（東大など3大学の「理
工連携事業」）に参加。光ファイバや光通信に関する講義・
実験実習を担当しました。
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第三者意見

　YOKOGAWAグループCSRレポート2008は、日本のみならず海外もスコープに

入れ、全体に非常に真面目にコツコツと丹念に作られていることが、一読してすぐに

わかります。

　年々どのような進化を遂げているのか、過去の報告書からの「継続性」にすぐれて

いると思われます。やはりメーカーである以上CSRの中でも環境への責務を強く意識

され、そこに多くの紙数が割かれているのは当然と思われます。

　そこで大事なことは、特集①の「積極的な事業展開こそが環境貢献」という言葉に

象徴されるように、本業を通した環境パフォーマンスの向上を強く念頭に置かれ、かつ

実践されていることだと考えます。これこそがYOKOGAWAらしさであり、特集②の

「理科教室」は、企業理念に沿った腰の据わった社会貢献活動と感じました。特集③は

地味ですが、社員の積極的な関与が見てとれます。環境経営の内容もさすがにしっかり

記述されていますが、すこし長いスパンでの環境中長期目標が示され、それに対する

進捗が数字で見られればなおよいと思います。また36ページ以降のステークホルダー

とともには今後さらなる充実が期待される部分です。たとえば投資家や株主、お取引先

との関係などもこれから記載されてはいかがでしょうか?

　今後も「勇気をもった開拓者」としてこの環境の世紀をフロントランナーとして駆け

抜けてほしいと期待します。

多田博之氏

Profi le
ジャパン・フォー・サステナビリティ
共同代表。
国連グローバルコンパクト ジャパン
ネットワーク運営委員会委員長。
法政大学客員教授。
大阪大学サステナビリティサイエン
ス機構特任准教授。
環境CSRに関する講演・論文多数。

　YOKOGAWAの特徴は、計測・制御・情報の技術ドメインそのものが産業や社会の

基盤を支える、その社会的責任の重要性にある。トップコミットメントでは、本業を

通じた社会発展への貢献が同社のCSRの本質である旨が明確に述べられている。

これはとても大切な認識である。そして、なにごともあきらめずまじめに取り組む社員

の姿も行間の随所から読み取れる。さらに、労働災害の分析など、誠実な開示姿勢にも

好感がもてる。レポートの全体を読むと、YOKOGAWAのCSRは、従来の諸活動の

意味づけを考え直し、全体像を再構築している段階であることが理解できる。それゆえ

に報告の対象活動について、目指す方向、計画と達成状況、今後の課題などが読み取り

にくい印象は否めない。重要なテーマごとに、1方針と戦略、2マネジメントシステム、

3目標と達成状況、4詳細情報の提供方法、5正確性の保証などを簡潔にまとめ、その

作業を梃子にしてCSR再構築の方向性をまとめるアプローチも是非検討していただ

きたい。それらの基本情報のうえにステークホルダーとの虚心坦懐な対話が深まる

ことを期待する。もうひとつ整理して欲しいのは、海外を含むグループ各社の活動や

多様なステークホルダーからYOKOGAWAが「知恵」を学んで共有の資産とする、その

体制とプロセスを明確にすることである。つまるところ、CSRは経営の見える化と

開放型ネットワーク化である。広範な国際拠点と豊かな人財を活かして真のグロー

バル企業に成長されることを信じて疑わない。

笹本雄司郎氏

Profi le
内部統制システム構築支援・検証機構
事務局長。
青山学院大学大学院兼任講師。
実践女子大学非常勤講師。
企業法務・倫理、コンプライアンスに関
する著書多数。

コミュニケーション活動／編集後記

ステークホルダーとのより多くの接点を求めて
YOKOGAWAではCSRレポートを中心に情報開示を行うとともに、
より多くの方々に情報を提供してコミュニケーションを図れるように努めています。
さらに、頂戴した貴重なご意見などを自らの活動へフィードバックし、CSR活動を進展させています。

CSRレポート活動

　1999年に環境活動のレポートを発行して以来、毎年
環境活動に関するレポートをまとめ、お客様や社員など、
さまざまなステークホルダーの方々へ報告しています。
2007年版は、近隣の町内会や小学校のほか、全国約500
カ所の図書館へも配布しています。

CSR活動のWebアドレス

◆横河電機CSR活動のWebアドレス（日本語）
http://www.yokogawa.co.jp/cp/csr/cp-csr-index.htm

◆横河電機CSR活動のWebアドレス（英語）
http://www.yokogawa.com/eco/eco-toppage-en.htm

◆横河マニュファクチャリング環境活動のWebアドレス（日本語）
http://www.yokogawa.com/jp-ymg/corp/eco/eco-info.htm

株主とのコミュニケーションの活発化

　横河電機は、積極的な情報開示を経営における重要項目
の一つに定めています。情報開示にあたっては、適時性・
透明性・公平性・継続性の確保を基本方針として、投資家を
はじめとするステークホルダーの皆様に、正確にわかりやす
く情報を提供しています。こうした方針のもと、個人投資家
の皆様に対しては、IRホームページやアニュアルレポート、
株主向け報告書の充実、個人投資家向け会社説明会の開催
などを通して、事業活動をわかりやすく伝えることに努め
ています。さらに、アンケートの実施や株主専用電話の
設置により双方向のコミュニケーションも図っています。
　このような取り組みにより、横河電機の個人株主数は
大きく増加し、2007年度には東京証券取引所の「上場
会社表彰」で「個人株主拡大表彰」を受けるに至りました。
　今後も積極的な情報開示
に努め、皆様から信頼され
る企業を目指していきます。

多様化するCSRコミュニケーション

　2008年2月、芙蓉総合リース㈱の春日川専務や関口
関連事業部長をはじめ、CSRコンプライアンス室の方々と、
横河電機の環境担当役員やCSR推進室長が、ステーク
ホルダーとのコミュニ
ケーションの一環とし
て、環境への取り組み
や社会貢献活動に関
する情報交換会を実
施しました。

CSRレポートを通じたコミュニケーション

　2007年版CSRレポートについて、社外の方や社員か
ら302件のアンケートのご回答をいただきました。まと
めた結果を報告します。（5点満点の平均点）

　いただいたご意見で多かったものは、「お客様や社員の
声が興味深かった」「写真を交えた具体例の紹介がよい」
「単調に感じられる部分がある」――などです。2008年版
の制作では、これらのご意見をできる限り反映しました。

年

内容のわかりやすさ

知りたいことの掲載内容

環境保全への取り組み状況

全体の感想

2005

3.9

3.8

4.3

4.0

2006

4.1

3.9

4.3

4.1

2007

4.0

4.0

4.3

4.2

編集後記
　ステークホルダーの皆様とのコミュニケーションの充実を
図るため、2008年版では本レポートに対する第三者意見を
採用し、今後の活動に反映していきたいと考えています。
　前半の特集部分と後半の環境、社会への取り組みについて
の報告部分については、カテゴリーごとに扉を設け、掲載項目
を分かりやすく構成しています。
　今後も、YOKOGAWAのCSRの取り組みを幅広く報告して
いくとともに、皆様からいただいたご意見を参考に、分かり
やすく読みやすいレポートとするべく改善をしていきたいと
思います。
　本レポートをお読みいただいた皆様からの率直なご意見・
ご感想をお待ちしています。

情報交換会の様子

表彰式の様子

「YOKOGAWAグループCSRレポート2008」を読んで
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